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はじめに 
 

我が国では、総人口が減少するなか65歳以上の高

齢者数は増加傾向にあり、2040年には国民の３人に

１人が高齢者になると推計されています。こうした

中、第８期介護保険事業計画では、いわゆる団塊の

世代が75歳以上となる2025年、人口構造が大きく変

化する2040年を見据え、「支える側」「支えられる

側」という従来の関係を超えて、一人ひとりが生き

がいや役割を持ち、より大きな枠の中で助け合いな

がら暮らしていくことのできる「地域共生社会」の

実現を目指すこととなります。 

安芸太田町においても全国と同様に高齢化が進行し、町民の半数以上が高齢者と

なっています。これまで取り組んできた「地域包括ケアシステム」の深化・推進に

加えて、認知症高齢者やひとり暮らしの高齢者への対応、高齢者の社会参加や生き

がいづくり、介護予防の取組を一層推進することが必要です。 

このたび策定した「安芸太田町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画（安

芸太田町地域包括ケア計画）」は、令和３年度から令和５年度の高齢者福祉のめざ

す姿を示した計画です。「住み慣れた地域で安心して暮らせるまち あきおおた」

を基本理念とし、共生社会のまちの実現に向けて取り組んでまいります。 

最後に、本計画の策定にあたり、様々な視点からご審議いただきました安芸太田

町介護保険事業計画策定委員会の皆様、各種アンケート調査にご協力いただいた町

民の皆様、並びに関係者の皆様に心より感謝を申し上げます。 

 

 

令和３年３月 

安芸太田町長 橋本 博明 
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総 論 

第１章 計画の概要 

１ 計画策定の趣旨 

●高齢化のさらなる進行 

・我が国の総人口は平成16年をピークに減少傾向で推移していますが、高齢者数並び

に高齢者割合は増加傾向にあります。 

・令和２年10月現在で全国の総人口が１億2,570万人、高齢者数3,619万人、高齢者

割合は28.8％となっています。 

・安芸太田町においても同様に、高齢化が進行し、令和３年３月末現在で総人口は

5,958人、高齢者割合は51.5％となっています。今後の人口推計では、2040年に

は総人口が約3,300人、高齢者割合が57.3％に増加すると見込まれます。年齢区分

別の人口変化（推計）をみると、85歳以上の高齢者は横ばい、65～74歳、75～

84歳の高齢者数は減少で推移することが見込まれます。また、高齢者に対する生産

年齢人口の割合が今後も低下が見込まれることから、引き続き地域での支え合いがで

きる仕組みづくりが求められます。 

 

 

●地域包括ケア計画としての７期計画 

・こうした中、本町においては「安芸太田町第７期介護保

険事業計画及び高齢者福祉計画」を平成30年３月に策

定し、高齢者が可能な限り住み慣れた地域で自立した日

常生活を継続して営むことができるよう、医療、介護、

介護予防、住まい、生活支援サービスが一体的に提供さ

れる「地域包括ケアシステム」の深化・推進に取り組ん

でいます。 

 

 

●2025年・2040年を見据えた８期計画の策定 

・2025年・2040年の中長期的な人口構造やサービス需要を見据えながら、認知症高

齢者やひとり暮らし高齢者の増加といった社会構造の変化に加え、感染症等への対応、

介護人材の確保、業務改善といった現状の新たな課題に対応した計画として、「安芸

太田町第８期介護保険事業計画及び高齢者福祉計画」（以下、本計画という）を策定

します。 
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２ 計画内で取り上げられる、主な新規・拡充項目 

（１）地域共生社会の実現 

地域共生のまちづくり 

改正社会福祉法では、制度・分野の枠や、「支える側」「支えられる側」という従

来の関係を超えて、人と人、人と社会がつながり、一人ひとりが生きがいや役割を持

ち、より大きな枠の中で助け合いながら暮らしていくことのできるコミュニティ、地

域や社会を創っていく、「地域共生社会」の実現に向けた取組を推進しています。 

高齢者施策では、国の「第８期の基本指針」を踏まえながら、サービス基盤、人的

基盤を整備しつつ、地域共生社会の実現を目指していきます。その上で「地域包括ケ

アシステム」の深化・推進や高齢者の自立支援と要介護状態の重度化防止等を図り、

制度の持続可能性を確保することに配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービ

スが提供されるまちづくりを進めます。 

 

重層的支援体制整備事業 

地域共生社会の実現にあたり、地域住民の複合化・複雑化した支援ニーズに対応す

る包括的な支援体制の構築を推進するために、次の３つの支援を要点とする新たな事

業が創設されました。 

１ 断らない相談支援 

本人・世帯の属性にかかわらず受けとめる相談支援 

２ 参加支援 

本人・世帯の状態に合わせ、地域資源を活かしながら、就労支援、居住支援などを

提供することで社会とのつながりを回復する支援 

３ 地域づくりに向けた支援 

地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様な活躍の機

会と役割を生み出す支援 
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（２）安芸太田町型地域包括ケアシステムの推進 

地域共生社会の実現を念頭に置き、「地域包括ケアシステム構築計画」と連携を図

り、介護保険サービスと高齢者福祉施策とを有機的に組み合わせた包括的なサービス

を提供する仕組みづくりを推進します。 

 

■ 住まいを中心とした地域包括ケアシステムのイメージ 
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（３）保健事業と介護予防の一体的な実施 

医療制度改革が進められていく中、平成30年の「医療保険制度の適正かつ効率的

な運営を図るための健康保険法等の一部を改正する法律」により、「高齢者の保健事

業と介護予防の一体的な実施等」が位置付けられました。この中において、「75歳

以上高齢者に対する保健事業を市町村が介護保険の地域支援事業等と一体的に実施す

ることができるよう、国、広域連合、市町村の役割等について定めるとともに、市町

村等において、各高齢者の医療・健診・介護情報等を一括して把握できるよう規定の

整備等を行う。」とされています。 

 

※フレイル：「虚弱」や「老衰」、「脆弱」などを意味します。 

厚生労働省研究班の報告書では「加齢とともに心身の活力（運動機能や認知機能

等）が低下し、複数の慢性疾患の併存などの影響もあり、生活機能が阻害され、心身

の脆弱性が出現した状態であるが、一方で適切な介入・支援により、生活機能の維持

向上が可能な状態像」とされています。 

健康な状態と日常生活でサポートが必要な状態の中間の位置づけで、多くの方は、フ

レイルを経て要介護状態へ進むと考えられています。フレイルに早く気付き、正しく

介入（治療や予防）することが大切です。 
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（４）認知症対策の充実 

これまで進められてきた「新オレン

ジプラン」にかわり、令和元年６月に

「認知症施策推進大綱」がまとめられ

ました。認知症の発症を遅らせ、認知

症になっても希望を持って日常生活を

過ごせる社会を目指し、認知症の人や

家族の視点を重視しながら｢共生｣と

｢予防｣を主軸として施策を推進してい

くものです。 

大綱では、次の４点を主な施策とし、具体的な取組が進められます。 

１ 普及啓発・本人発信支援 

２ 予防 

３ 医療・ケア・介護サービス・介護者への支援 

４ 認知症バリアフリーの推進・若年性認知症の人への支援・社会参加支援 

 

（５）介護人材の確保及び定着と業務の改善 

今後ますます増大する介護ニーズに対応するためには、介護給付等対象サービス及

び地域支援事業に携わる質の高い人材を、安定的に確保するための取組が必要です。

加えて、少子高齢化が進展し、介護分野の人的制約が強まる中、ケアの質を確保しな

がら必要なサービス提供が行えるようにするため、業務の効率化及び質の向上に取り

組んでいくことが不可欠となっています。 

人材の確保・育成については、国・県・保険者・事業者がそれぞれの役割に応じて

対策を講じており、介護従事者を増やすため、介護の仕事が持つ魅力ややりがいが理

解されるとともに、職業として選択され、実際の就職へと結び付くことが必要です。

また、介護従事者の定着に向け、技能の向上や就業環境の改善を支援することも重要

です。 

 

■「介護人材の確保及び定着と業務の改善」に関する取組例 

 

 

 

  

共生 

認知症の人が、尊厳と希

望を持って認知症とともに

生きる、また、認知症があ

ってもなくても同じ社会でと

もに生きる、という意味で

す。 

予防 

「認知症になるのを遅らせ

る」「認知症になっても進

行を緩やかにする」という

意味です。 

出典：厚生労働省資料 
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（６）保険者機能強化推進交付金の活用 

自治体への財政的インセンティブとして、市町村や都道府県のさまざまな取組の達

成状況を評価できるよう客観的な指標を設定し、市町村や都道府県の高齢者の自立支

援、重度化防止等に関する取組を支援する交付金です。以下のような評価項目があり、

それぞれに目標指標を定めて取り組みます。国はインセンティブ交付金（奨励金的な

考え方）として、達成した事業に対して、評価に応じた交付金が支給されます。 

1 PDCAサイクルの活用による保険者機能の強化→継続的な業務の改善 

地域の介護保険事業の特徴を把握しているかどうか など 

2 ケアマネジメントの質の向上 

保険者としてケアマネジメントに関する保険者の基本方針をケアマネジャーに対し

て伝えているか など 

3 多職種連携による地域ケア会議の活性化 

地域ケア会議において多職種が連携し、自立支援･重度化防止等に資する観点から

個別事例の検討を行い、対応策を講じているか 

地域ケア会議における個別事例の検討件数割合はどの程度か など 

4 介護予防の推進 

介護予防の場にリハビリテーション専門職が関与する仕組みを設けているか 

介護予防に資する住民主体の通いの場への参加者数(65歳以上の方)はどの程度か 

など 

5 介護給付適正化事業の推進 

ケアプラン点検をどの程度実施しているか 

福祉用具や住宅改修の利用に際してリハビリ専門職等が関与する仕組みを設けてい

るか など 

6 要介護状態の維持･改善の度合い 

要介護認定者の要介護認定の変化率はどの程度か など 
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（７）感染症対策と「新しい生活様式」 

世界的に流行している新型コロナウイルスや、毎年感染者が出るインフルエンザウ

イルス等の感染症対策は、今後の生活様式にも影響を及ぼしており、その対策にあた

って「新しい生活様式」の導入が進んでいます。高齢者本人や周りの方、そして地域

を感染拡大から守るため、それぞれの日常生活において、ご自身の生活に合った「新

しい生活様式」を実践することが求められるとともに、感染拡大時に備えた事前の体

制づくり（対応方針の策定や備品の備蓄等）が必要です。 
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３ 計画の概要と位置付け 

（１）法令等の根拠 

本計画は、老人福祉法第20条の８の規定に基づく市町村老人福祉計画と、介護保

険法第117条に基づく市町村介護保険事業計画を一体的に策定するものです。 

 

（２）計画期間 

本計画の計画期間は、令和３年度から令和５年度までの３年間と定めます。 

また、中長期視点として、いわゆる団塊の世代のすべての人が75歳以上の高齢者

となる2025年、介護サービス需要の変化や現役世代の減少をはじめとした人口構造

の変化が顕著になる2040年を見据えて計画を定めます。 

 

年度 
 H30 

2018 

R1 
2019 

R2 
2020 

R3 
2021 

R4 
2022 

R5 
2023 

R6 
2024 

R7 
2025 

R8 
2026 

R9 
2027 

 
2040 

 

計画期間 

              
 第７期           

    第８期 

（本計画） 

       

       第９期     

              

 

（３）関連計画との関係性 

本計画は、上位計画である「第二次安芸太田町長期総合計画」における保健医療福

祉部門の計画となります。また、福祉部門の上位計画となる「地域福祉計画」、「障

害者計画・障害福祉計画」等の関係福祉計画との整合性を図りながら、介護予防・健

康づくり施策の充実や認知症施策のさらなる推進等による地域包括ケアシステムの強

化、地域福祉に多様な主体が参画し、人と人、人と資源が分野を超えてつながる「地

域共生社会」の実現を目指すものとします。 
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４ 計画の策定体制 

（１）安芸太田町介護保険事業計画策定委員会 

本計画の策定にあたって、被保険者の代表を含む委員により構成される「安芸太田

町介護保険事業計画策定委員会」を設置し、令和２年度中に５回開催しました。第７

期計画の評価や第８期計画の策定、介護保険料の設定等についてご審議をいただき、

本計画を策定しています。 

 

（２）高齢者福祉に関するアンケート調査 

第７期計画を見直し新たな計画を策定するための基礎資料とするため、「介護予

防・日常生活圏域ニーズ調査」「在宅介護実態調査」「サービス提供事業者調査」の

各種調査を実施しました。 

※各調査の実施概要と結果は資料編に記載 

 

（３）パブリックコメント 

本計画や高齢者福祉施策に関する意見を住民から幅広く聴取するため、令和３年２

月にパブリックコメントを実施しました。 

 

５ 公表と普及啓発、達成状況の評価点検 

（１）評価点検の仕組み 

本計画については、各年度にその実施状況を評価するものとし、PDCAサイクルに

より適宜計画の見直しを図ることとします。 

日常生活圏域ニーズ調査を定期的に実施、高齢者の健康状態や生活ニーズを調査分

析し、本計画の取組による効果を指標化し、計画の見直しに反映します。 

また、住民シンポジウムや町の広報誌等の活用を行い、本町の地域包括ケアシステ

ムの深化・推進に向けた取組や制度変更等の情報提供に努めます。 

さらに、医療・介護・福祉等のサービス資源をまとめた安芸太田町地域資源マップ

を作成し、地域住民に周知し、誰もが不安なく相談ができ、サービスを利用しやすい

体制整備に努めます。 

また、「保険者機能強化推進交付金」等の評価結果を活用して、現状分析や自立支

援・重度化防止に向けた必要な取組の検討を行うとともに、各分野において定量的で

比較的把握しやすい指標を設け、適宜、評価・点検を行えるよう配慮します。 
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■ＰＤＣＡサイクルのプロセスのイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）評価点検体制の充実 

「安芸太田町介護保険事業計画策定委員会」は計画実施期間においては「安芸太田

町介護保険事業計画評価点検委員会（仮称）」とし、計画推進の評価を行うものとし

ます。 

  

■関連計画や新たな計画への反映 

行政活動を

実践する 

DO CHECK PLAN 
行政活動を

改善する 

ACTION 

行政活動を

評価する 

行政活動を

計画する 

■活動実績及びその

効果の実態把握 

■中間評価として分

析・評価 

■関連施策との動向

を踏まえ、計画全体

の分析・評価 

■中間評価等を踏ま

え、計画の変更や見

直しを実施 

■計画の内容を踏ま

え、事業を実施 

■「基本理念」に即し

て基本目標及び具体的

な取組を設定 
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第２章 安芸太田町の地域包括ケア計画の基本理

念及び基本施策 

１ 計画の基本理念 

本町の高齢者の自立した地域生活を包括的に支援する地域包括ケアシステムの深

化・推進を図るとともに、誰もが互いの人権や個性を認め合い、助け合い・支え合い

が活発に行われる地域づくりを進め、生涯を通じて生きがいや幸せを感じられる、共

生社会のまちの実現を目指します。 

 

 

 

 

 

 

２ 重点的に取り組む施策 

本計画を推進するにあたっては、国の基本的な指針や本町の現状を踏まえ、次の４

点を重点的に取り組むべき施策として取り組みます。 

 

 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

（２）地域包括支援センターの体制強化と地域共生社会の実現 

（３）認知症施策の推進 

（４）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 

  

基本理念 

住み慣れた地域で安心して暮らせるまち あきおおた 
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３ 計画の基本施策 

 

住み慣れた地域で安心して暮らせるまち あきおおた 

 

 

重

点

施

策 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

（２）地域包括支援センターの体制強化と地域共生社会の実現 

（３）認知症施策の推進 

（４）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

いきいきと暮らすための環境づくり 

 

１ 在宅生活が継続できる環境づくり 

（１）高齢者の多様な住まいの確保 

（２）地域の見守り体制の充実 

（３）生活支援サービス等の充実 

（４）家族介護者等の支援 

（５）高齢者にやさしいまちづくり 

（６）災害・感染症対策と防犯の推進 

２ 地域で活躍できる環境づくり 

（１）生涯活躍のまちづくり 

（２）ボランティアの促進 

（３）自主的な住民活動の促進 

（４）多様な生活支援の充実と地域活動人材の 

育成・確保 

介護保険事業の運営 

 

１ 各年度における介護給付等対象サービスの

種類ごとの量の見込み 

 ・居宅サービス 

 ・地域密着型サービス 

 ・施設サービス 

２ 保険料の設定 

３ 介護保険制度の円滑な運営 

４ 介護給付の適正化 

５ 介護人材の確保及び資質の向上 

 



 

16 

第３章 現状と課題の整理 

１ 高齢者（被保険者）の現状と見込み 

（１）人口と高齢者数・高齢者割合 

総人口並びに高齢者数は2040年にかけて減少傾向で推移すると見込まれます。高

齢者割合は、2015年は49.3％となっていますが、2040年には57.3％に増加する

と推計されます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）年齢区分別人口変化率 

年齢区分別の人口がどのように変化するかをみると、人口の総数は2015年の人口

を１とした場合に0.51まで減少すると見込まれます。65～74歳、75～84歳の年齢

区分においても、2015年水準と比較して人口が大きく減少すると推計されますが、

85歳以上においては0.95となっており、やや減少しますが概ね横ばいとなっていま

す。 
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（３）年齢区分別人口割合 

15歳から64歳の生産年齢人口は、2015年では全体の42.5％を占めていますが、

2040年には33.7％まで低下が見込まれます。65歳以上の高齢者人口は、2015年

の49.3％から2040年には57.3％まで上昇が見込まれ、人口構造の変化に対応した

生活機能の確保や支え合いの仕組みづくりが求められます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）要介護認定者数の推移 

要介護認定者数並びに認定率は、平成28年３月末をピークに減少傾向で推移して

おり、令和２年２月末現在で要介護認定者数が722名、認定率が23.3％となってい

ます。 
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２ 介護給付等の実施状況 

（１）第１号被保険者１人あたりの給付月額 

総給付費は平成27年をピークに減少傾向で推移しており、第１号被保険者１人あ

たりの給付額の推移をみると、平成27年以降概ね横ばいで推移しています。 

給付月額をサービス系列ごとに全国、広島県と比較すると、施設および居住系サー

ビスへの給付額が本町では高いことがわかります。 
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（２）サービス別の給付月額（全国・県比較） 

サービス別の給付月額を全国・県と比較してみると、介護老人福祉施設の給付額が

顕著に高いことがわかります。また、在宅サービスでは小規模多機能型居宅介護の給

付額が高くなっています。 
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施設および居住系サービス別にみると、介護老人福祉施設、介護老人保健施設の給

付額が全国、県と比べ高いことがわかります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

在宅サービス別にみると、小規模多機能型居宅介護や短期入所生活介護の給付額が

高く、訪問介護や訪問看護の給付額が低いことがわかります。 
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（出典）厚生労働省「介護保険事業状況報告」月報（令和元年度）
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３ 健康増進のための取組 

本町では「健康寿命の延伸・生活の質の向上・壮年期死亡の減少」を目指して、平成

25年度から令和５年度の11カ年計画で策定された健康増進計画「第２次健康安芸太田

21」を踏まえ、関係機関・団体と連携して施策を推進します。 

若い世代からの健康増進の取り組みを介護予防につなげ、地域で暮らし続けるため

に、高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施を推進します。 

 

（１）健康的な生活習慣の定着及び生活習慣病の予防 

➀ 健康的な生活習慣の維持・向上に向けた対策 

地域サロンでの健康教室や生活習慣病予防の栄養教室の開催、へルスメイトによる

減塩普及活動を行います。 

項目 現状（令和元年度実績） 

地域サロン 31回（延べ参加者：456人） 

生活習慣病予防栄養教室 ３回（延べ参加者：56人） 

減塩普及活動（減塩・健康レシピ提供） 山ゆり健診:（一時休止）、乳幼児健診：９回 

 

 

② 健診の受診勧奨及び受診後のフォロー対策 

山ゆり健診におけるがん検診・特定健診や個別健診など受診勧奨を行い、健診後に

は健康相談会を行います。またメタボリックシンドローム該当者及び予備群に対する

保健指導を行い、健康管理を支援します。 

項目 現状（令和元年度実績） 

健診後の健康相談会 ５回（参加実人員29人） 

特定健診受診率 43.4％（対象者1,101人、受診者478人） 

特定保健指導実施率 42.6％（対象者22人、受診者10人） 
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（２）高齢者の健康づくりの推進 

➀ 口腔機能向上対策 

歯周疾患検診を充実し、舌圧向上のための教室の開催や口腔機能向上体操の普及に

努め、健全な口腔機能の維持を支援します。 

項目 現状（令和元年度実績） 

おいしい教室 参加実人員：29人 参加延人員：89人（２クール開催） 

通いの場における口腔機能リハビリ体操 参加延人員：168名 

口腔機能リハビリ体操 ２施設 

（なごみの里）・（小規模多機能ひまわり） 
参加実人員：25人 延人員：34人 

 

② 低栄養改善対策 

低栄養改善のための教室を口腔機能向上と併せて、「おいしい教室」として開催し

ました。今後も口腔機能向上と低栄養改善の両面から「おいしい教室」の継続と充実

を目指します。 

 

③ ロコモティブシンドローム（運動器症候群）予防対策 

ヘルスマイスターによる地域サロンでの筋力アップ体操の普及、地域単位での自主

運動講座への参加を支援しました。 

今後もサロン会場での体操普及を周知し、拡大を目指します。 

項目 現状（令和元年度実績） 

ヘルスマイスターによる体操指導 サロンの訪問（参加実人員：270人） 

 

④ 心の健康づくり及び社会からの孤立対策 

自殺対策に関わるセーフティネットワークを構築し、心の相談（精神保健福祉相談）

の活用を推進します。 

人口減少、高齢化が進む中で孤立化を未然に防ぐため、地域で見守る仕組みの基盤

整備が急務となっています。 

 

⑤ 感染症予防対策 

65歳以上の高齢者の肺炎球菌予防接種及びインフルエンザ予防接種の自己負担補

助を行い、感染症による重症化予防を推進しました。 

肺炎球菌予防接種については平成30年度から65歳に限定した自己負担補助となっ

ており、重症化予防の啓発が必要です。 

令和２年度には、インフルエンザ予防接種勧奨を推進し、そうした機会を通じて新

型コロナウイルス感染症対策の普及・啓発も行っています。 

また、新型コロナウイルスワクチンの円滑な接種に向けた基盤整備を推進します。 
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（３）活力ある地域づくりのための地区組織活動の推進 

公衆衛生推進協議会や健康運動クラブ連絡協議会、食生活改善推進協議会など地域

の健康づくりを担う地区組織活動を支援し、活力ある地域づくりを推進しました。 

地区組織活動の担い手である人材の高齢化や固定化が懸念される中、若い世代の人

材育成も課題です。今後も地域を支える人材育成と後方支援を行います。 
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４ 日常生活圏域とその状況 

本町では、次の３つの日常生活圏域を設定しています。各日常生活圏域における高

齢者及び介護サービスの提供体制は、下表のとおりです。 

■日常生活圏域ごとの高齢者等の状況 

項目 
加計地区 戸河内地区 筒賀地区 

H29 R2 H29 R2 H29 R2 

人

口 

総人口 3,227人 3,008人 2,340人 2,193人 952人 884人 

高齢者数 1,584人 1,533人 1,145人 1,112人 457人 445人 

高齢化率 49.09％ 50.96％ 48.93％ 50.71％ 48.00％ 50.34％ 

世

帯 

一般世帯数 1,398世帯（H27） 971世帯（H27） 401世帯（H27） 

高齢者のいる世帯数 999世帯（H27） 719世帯（H27） 287世帯（H27） 

高齢者のみの夫婦世帯 261世帯（H27） 195世帯（H27） 99世帯（H27） 

高齢者１人暮らし世帯数 329世帯（H27） 226世帯（H27） 94世帯（H27） 

要

介

護 

要支援・要介護認定者数 376人 378人 274人 236人 123人 97人 

要支援・要介護認定率 23.74％ 24.66％ 23.93％ 21.22％ 26.91％ 21.80％ 

※Ｈ29は10月１日時点。Ｒ２は４月１日時点 

■日常生活圏域ごとの介護サービス提供体制 

区分 サービス内容 
加計地区 戸河内地区 筒賀地区 

H30 R2 H30 R2 H30 R2 

在
宅
介
護
サ
ー
ビ
ス
事
業
者
数 

居宅介護支援 4 3 1 1 - - 

小規模多機能型居宅介護 - - 1 1 1 1 

地域包括支援センター 1 1 - - - - 

通所リハビリテーション 1 1 - - - - 

通所介護 2 1 1 1 - - 

福祉用具貸与 1 1 - - - - 

特定福祉用具販売 1 1 - - - - 

訪問介護 - - 1 1 - - 

訪問看護 1 1 - - - - 

短期入所生活介護 1 1 1 1 - - 

短期入所療養介護 1 1 - - - - 

施
設
・
居
住
系
サ
ー
ビ
ス

施
設
数 

ユニバーサルリビング、 

ユニバーサルホーム 
- - 2 2 - - 

生活支援ハウス - - 1 1 1 1 

老人福祉センター - - - - 1 1 

介護老人保健施設 1 1 - - - - 

特別養護老人ホーム 1 1 1 1 - - 

認知症対応型共同生活介護 1 1 - - - - 
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５ 課題の整理 

（１）日常生活圏域別の状況と課題 

加計地区 

令和２年現在の人口は3,008人、高齢者数は1,533人で高齢者割合は50.96％とな

っています。認定者数は７期計画策定時と比べてほぼ横ばいの378人で、認定率は

24.66％となっており、他の地区と比べて高くなっています。 

安芸太田病院が所在しており、医療・福祉サービスが受けやすい環境にあるほか、加

計スマートインターチェンジ（SIC）が整備され町外への交通アクセスがよく、他の地

域と比べて介護サービス事業所やサービス拠点、商業施設等が充実していますが、認定

率が上昇している傾向にあります。今後、85歳以上の高齢者割合が高まることが予想

されることから、運動機能の維持・改善に向けた健康づくりや介護予防の取組を引き続

き強化していく必要があります。 

ニーズ調査結果からは、外出の回数が減っている理由として「交通手段がない」が

20％強で他の地区と比べやや高く、移動に係る支援も求められています。 
 

戸河内地区 

令和２年現在の人口は2,193人、高齢者数は1,112人で高齢者割合は50.71％とな

っています。認定者数は７期計画策定時と比べて約40人減少し236人で、認定率も約

2.7ポイント低下し21.22％となっています。 

本地区は高速道路のインターチェンジや道の駅があり、３つの地区間や町外との交通

の要衝となっています。また、ユニバ―サルホームや生活支援ハウスがあり、多様な住

まいが整備されていることも特徴です。ニーズ調査結果からは、自宅や介護施設以外の

住まいを希望する割合も一定数あり、高齢者のニーズや生活状況に適した住まいの提供

につなげていくことも課題となっています。 

他の地区と同様に、85歳以上の高齢者割合が高まり総人口も減少していくことが予

想されることから、地域のつながりづくりや集いの場の充実、支援やサービスにアクセ

スできる環境整備が求められます。 
 

筒賀地区 

令和２年現在の人口は884人、高齢者数は445人で高齢者割合は50.34％となって

おり、３つの地区のうち人口が最も少ない地区です。認定者数は７期計画策定時と比べ

て約25人減少し97人で、認定率も約5.1ポイント低下し21.80％となっています。 

老人福祉センターがあり、住民の憩いや交流の場となっています。地区全域があなた

く路線となっており、ニーズ調査結果によると、他の地区と比べ、あなたくの利用割合

が高く、路線バスと併せて利用されている実態がうかがえます。こうした移動に係るサ

ービスの整備を引き続き行い、買い物や通院、趣味活動や通いの場などへの外出のしや

すい環境づくりに取り組むことが求められます。  
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（２）ニーズ調査結果からみえる課題 

課題１ 運動機能維持に向けた健康づくりや外出のしやすい環境づくり 

運動機能の低下がみられる割合が80～84歳で24.4％、85歳以上で37.1％と高齢

に伴い増加しており、1人暮らしでも割合が高い傾向にあります。外出が減少する要因

として、身体機能の低下が理由として最も高いことから、85歳以上の高齢者や1人暮ら

しなど、特にリスクの高い傾向にある高齢者を中心に、健康づくり活動の促進が求めら

れます。 

また、外出が減少する要因には、意欲・気力の低下や交通手段がないこと、外での楽

しみがないことなども理由として挙がっており、趣味や生きがいづくり、移動手段を持

たない人への支援の仕組みづくりなど、外出のしやすい環境づくりも重要な課題です。 

 

課題２ 地域のつながりづくりや助け合いの維持・強化 

健康づくり活動や趣味等のグループ活動に関して約60％が参加意向を持っています。

また、よく会う友人・知人として、近所や同じ地域の人という割合が70％程度となっ

ており、地域のコミュニティやつながりが本町では依然として強いことがうかがえます。

健康づくり活動や趣味等のグループ活動への参加の輪を広げていくために、地域のコミ

ュニティやつながりを活かしていくことが重要であり、ひいてはこうしたコミュニティ

の強さを地域内での助け合いや支え合いにつなげていくことが重要です。 

 

課題３ 在宅介護の不安軽減に向けた支援 

在宅で介護を行う家族介護者が不安を感じる介護として、「認知症状への対応」や

「外出の付き添い、送迎等」、「入浴・洗身」等の割合が高くなっています。認知症に

関する制度やサービス、相談窓口を知らない割合も一定数あることから、情報発信や支

援の充実を進めていくことが求められます。また、身体介助や生活面での不安の軽減に

つながるよう、サービス利用や支援につなげていくことも重要です。 

自宅での暮らしを希望する人が、将来介護が必要になってもできる限り自宅で暮らし

続けられるよう、居宅サービスの確保に取り組むとともに、自宅での生活が難しい人に

向けた住まいの整備も課題であると考えられます。 
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各 論 

第１章 安芸太田町の地域包括ケア計画における 

事業展開の基本目標 

１ 目標指標の設定 

国・県の動向を踏まえつつ、財政的インセンティブによる評価指標への取組及び介

護給付適正化に関する目標達成状況を分析し、問題解決に向けた取組を推進します。 

 

指標名 
現状 目標 

令和元年度末 令和５年度 令和７年度 

要支援１・２及び要介護１の認定率 9.3％ 9.6％以下 9.7％以下 

要介護認定率 23.3％ 24.8％以下 25.5％以下 

多職種協働による自立支援型の介護

予防ケアマネジメントの実施 
－ 10回 20回 

住民運営の通いの場づくり設置数 13か所 30か所 35か所 

 

本町においては、本計画期間に90歳以上の人口が増加し、かつ高齢者数全体では

減少傾向となると見込まれていることから、介護の必要な方の割合は増加するものと

して見込んでいます。 

住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、若年層から参加できる介護予防事業を行

うなど、高齢者が要支援・要介護にならないための取組を進め、要介護認定率が高く

なりすぎないような施策を展開します。 

また、「住民運営の通いの場づくり」を進め、介護予防と地域づくりの両面から行

うことで、地域も元気になる施策に取り組みます。 
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２ 地域包括ケアシステムの深化・推進のための重点取組事項 

（１）在宅医療・介護連携の推進 

① 在宅医療・介護連携の推進 

ア 地域の医療・介護の資源の把握 

病院や診療所等の医療機関や介護保険事業所の情報を掲載した資源マップを通じて、

医療・介護関係者に対して情報提供するとともに、住民にわかりやすく周知します。 

イ 在宅医療・介護連携の課題の抽出と対応策の検討 

医療機関や介護関係者などが参画する会議等において、在宅医療・介護連携の現状

と課題を抽出し、その解決策などを協議し対応策の検討を重ねます。 

ウ 切れ目のない在宅医療と在宅介護の提供体制の構築推進 

多職種連携による地域ケア会議等を開催し、地域を含めた医療機関と行政、地域包

括支援センター、介護保険事業所の連携・情報共有における課題を把握し、地域にあ

った在宅医療連携体制の整備を図ります。 

エ 医療・介護関係者の情報共有の支援 

地域医療再生基金を活用し、在宅医療等を推進するシステムの導入を図ります。本

システムを導入し、在宅等を支援する多職種・多施設の情報連携ツールとして活用し

ます。具体的には、在宅患者のバイタル情報や医療機関の当直表、各施設の待機者情

報、退院患者情報、担当介護支援専門員（ケアマネジャー）情報、施設の空き状況や

町外施設の連絡先などの情報共有に利用することを目指します。 

オ 在宅医療・介護連携に関する相談支援 

在宅医療と介護の連携を推進するため、相談の受付や情報提供等を行う在宅医療・

介護連携支援窓口の設置に向けた取組を行います。その中心的役割を地域包括支援セ

ンター及び地域医療支援室が連携して担い、療養環境や生活環境の変化があってもで

きるだけ安心して暮らせるよう支援します。 

カ 医療・介護関係者間の研修 

在宅医療推進拠点整備を行う上で、町内の医療・看護・介護従事者のスキル向上を

目的とし、研修を行う中で施設間のコミュニケーションも図り、町全体の医療・看

護・介護の基礎レベル、関係者の資質の向上を目指します。 
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キ 地域住民への普及啓発 

在宅医療や介護に関する講演会の開催や、パンフレットの作成・配布によって、住

民の在宅医療・介護連携の理解の促進を図ります。 

また、地域サロンや小規模な集い等での出前講座を行い、在宅医療・介護制度等に

ついての普及啓発に努めます。 

ク 在宅医療・介護連携に関する広域連携 

在宅医療・介護連携において、広域的な取組を要する課題については、近隣市町と

連携を図り、情報の共有及び広域的な連携が必要な事項について協議します。 

 

② 在宅復帰支援の促進 

ア 在宅復帰支援機能の強化～地域包括ケア病棟導入等の検討～ 

在宅へ復帰するための継続的なリハビリテーションを実施し、在宅復帰支援機能を

担う急性期病床の受け皿として、安芸太田病院に令和２年度から「地域包括ケア病棟」

を導入しています。 

また、本町のリハビリテーション機能の底上げのために、安芸太田病院事業が中心

となってリハビリテーションスタッフの充実を図っています。 

イ 退院時連携カンファレンスの推進 

退院後の在宅等での生活を安心して過ごせるように、入院時早期よりスクリーニン

グを行い、患者の状態に応じて、地域の医療スタッフ、ケアマネジャー、民生委員児

童委員、安芸太田病院スタッフ等の関係職種が一堂に会し、退院へ向けた課題を協議

します（状況に応じて患者家族も参加）。 

また、退院時における情報共有の仕組みについても充実を図ります。 

 

③ 保健・医療・福祉統括センターのコーディネート機能の充実 

地域包括ケアシステムにおける保健・医療・福祉統括センターが、地域の医療・福

祉を円滑に機能させるためのコーディネート役を担います。 

また安芸太田病院の「地域医療支援室」機能は、安芸太田病院内の連携窓口として、

統括センターと更なる業務連携を行います。 
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④ 安芸太田病院を中心とした地域医療連携システムの構築 

安芸太田病院と安佐市民病院を中心とした広島市内高度医療機関及び町内診療所と

の間で、患者の経過記録、オーダー、検査結果等の診療情報の共有をネットワーク上

で行う「地域医療連携システム」を構築し、緊急時の対応の円滑化や医療提供水準の

向上、急性期から回復期、維持期までの切れ目のない診療情報連携を実現します。 

 

⑤ 看取り機能の強化とＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）の普及 

高齢化の進展に伴い、加齢等による将来の意思決定能力の低下に備え、自分がどの

ように生きたいか、また、どのような最期を迎えたいかなど終末期に対する住民の関

心を深めるとともに、希望する方へ施設や自宅での看取りができる体制を強化します。 

医療や介護等の選択、その他、最期まで自分らしい人生を送るための準備などにあ

たって、本人の意思をできるだけ反映させることができるようACP（アドバンス・ケ

ア・プランニング）の普及に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＡＣＰ（アドバンス・ケア・プランニング）とは 

厚生労働省では現在、ACPに「人生会議」という愛

称を付け、広報・啓発に取り組んでいます。 

人生の最終段階における医療・ケアの決定段階にお

いて、本人の意思を尊重し、家族、医療関係者、介護

関係者などとともに、終末期の方針を決めておくため

の会議を行うものです。もしものときのために、本人

が望む医療やケアについて、前もって考え、繰り返し

話し合い、共有しておくことで、本人の意に沿わない

治療や介護、施設入所等をできる限り行わないよう努

めていくものです。  

ACP人生会議のロゴマーク 
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（２）地域包括支援センターの体制強化と地域共生社会の実現 

① 介護予防ケアマネジメント事業 

要支援者や総合事業対象者に、介護予防のためのケアプランを作成し、要介護状態

にならないよう支援します。また、サービス実施後に効果を評価し、必要に応じてメ

ニューの見直しを行います。要支援認定者の重度化防止、状態改善がより一層得られ

るよう、状態に即した効果的なケアマネジメントの実施に取り組みます。また、各種

介護予防事業への参加を促しても利用意向のない方に対しては、継続的な関わりを持

つようにし、重度化防止と早期対応に努めます。 

 

② 総合相談事業・権利擁護事業 

ア 総合相談・支援事業 

地域包括支援センターを身近な高齢者の総合的な相談窓口、在宅医療・介護連携相

談・認知症相談の窓口と位置付け、その周知に努め、高齢者やその家族・関係者等が

相談しやすい体制づくりを目指します。 

支援を必要とする高齢者や家族等からの相談を受け、どのような支援が必要かを把

握し、地域における適切なサービス、関係機関又は制度の利用につなげる等の支援を

行います。 

また、地域の高齢者が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を継続していく

ことができるよう、地域における関係者とのネットワークを構築していきます。 

イ 権利擁護事業 

高齢者の財産管理や虐待などの権利擁護に関する相談に対応し、必要に応じて、保

健・医療・福祉や司法等の各分野の専門機関と連携して支援を行います。また、虐待

や介護放棄などを早期に発見することができるよう、関係機関・団体や地域とのネッ

トワークづくりを行います。認知症などによって判断能力の低下がみられる場合には、

適切な介護サービスの利用や金銭的管理、権利擁護のために関係機関と連携し、日常

生活自立支援事業、成年後見制度活用支援を行います。 

 

③ 包括的・継続的ケアマネジメント事業 

高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることができるよう、状況や変化に応じてケ

アマネジャー、主治医、地域の関係機関等の連携、在宅と施設の連携など、多職種で

連携・協働できる体制づくりを行います。 

また、地域包括支援センターが中心となって、地域のケアマネジャーに対する日常

的個別指導、支援困難事例等への指導・助言、ケアマネジャー同士のネットワークづ

くりなどを進めます。 
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④ 地域包括支援センター運営協議会 

サービス提供事業者、関係団体等で構成する「安芸太田町地域包括支援センター運

営協議会」を開催し、地域包括支援センターの円滑かつ適正な運営と、公正・中立の

確保に努めます。 

 

⑤ 地域ケア会議の推進 

ア 地域ケア会議等の推進 

介護保険によるサービスや生活支援サービスを含む高齢者福祉施策については、そ

の時々のニーズによって変化していきます。本計画を策定するにあたり、これまで地

域ケア会議（安芸太田町においては、安芸太田町地域包括ケア計画構築部会、又は困

難事例を対象として）を開催してきましたが、今後も地域課題を把握し、それに対す

る対策を検討し、政策提言していく機能が必要です。 

また、要支援１・２認定者の方々が地域で住み続けていけるように、介護予防を重

視した自立支援型の地域ケア会議の開催も必要です。 

地域ケア会議に生活支援コーディネーターが参加し、実情に応じた相談支援につな

げます。 

イ 各種情報共有資料の専用フォーマットのとりまとめ 

ケアマネジャー、関連医師の参加による、情報共有を行う際について必要事項のみ

記載できる専用フォーマットのとりまとめを検討します。 

ウ 地域医療支援室との更なる連携 

医療においては、今後も地域医療支援室との密な連携が重要であることは言うまで

もありません。医療・介護の更なる連携を深めることで、高齢者等の方々の総合的な

相談対応体制の構築を行います。 
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⑥ 重層的支援体制整備事業の実施 

ア 断らない相談支援体制の整備 

介護や障がい、子育てなど様々な分野にかかる相談支援を一体的に実施し、本人・

世帯の属性に関わらず受け止める包括的な支援体制の整備を進めます。 

複合的な課題を抱える相談者に対して「連携担当職員（仮称）」を配置し、関係機

関と連携・協力しながら支援を行います。また、必要な支援が届いていない相談者に

対し、アウトリーチ等を通じて継続的な伴走支援を行います。 

イ 地域参加の支援 

生活困窮者、高齢者、障がい者などへの居住支援を進めます。 

また、様々な課題を抱える人が地域での就労又は活動に参加しやすくなるよう、就

労の場づくり等の支援体制を強化します。 

退職高齢者については、多様な雇用・就業機会の創出や支え合い活動の拠点など、

社会参加の場の創出を行います。 

ウ 地域づくりの支援 

地域社会からの孤立を防ぐとともに、地域における多世代の交流や多様な活躍の場

を確保する地域づくりに向けて、様々な分野にかかる地域づくりの支援を一体的に実

施します。 

身近な圏域で、住民が主体的に地域課題を把握し解決を試みる体制づくりや地域に

多様な集いの場を整備するほか、社会福祉法人の地域における公益的な取組を促進し

ます。 

地域住民の支え合う力を育むとともに、民生委員児童委員、市民後見人など地域生

活を支える人材の活動の促進や育成を進めます。また、勤労世代が地域の活動に参加

することができるよう、ボランティア休暇制度の普及促進、テレワークの普及促進な

どに取り組みます。 

 

⑦ 共生型サービスの普及 

生活上の困難を抱える方が地域において自立した生活を送ることができるよう、保

健、医療、福祉、教育等が連携し、地域住民の支え合いにより、包括的支援体制の構

築に向けた取組を推進します。 

また、地域の高齢者や障がい者のニーズを踏まえながら、高齢者と障がい者が同一

事業所でサービスを受けやすくするため、共生型サービスの整備を進めていきます。 
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（３）認知症施策の推進 

① 認知症に関する知識の普及、啓発と本人発信支援 

認知症について、住民の知識と理解を深めるとともに、早期発見による治療の促進

や認知症を予防する生活習慣を定着させていくために、地域サロン等での出前講座の

実施、町広報誌による情報提供を行うなど、正しい知識を広く普及・啓発します。 

認知症の本人が集い、本人同士が主になって、自らの体験や希望、必要としている

ことを語り合い、自分たちのこれからのよりよい暮らし、暮らしやすい地域のあり方

を一緒に話し合う場である本人ミーティングを実施し、当事者意見の把握や今後の施

策立案につなげます。 

 

② 認知症予防の推進 

ア 脳卒中対策の推進 

脳卒中を起因とする認知症を予防するため、脳卒中対策を推進するとともに、その

要因である高血圧症、動脈硬化等の予防に重点を置いた健康相談、健康教育、介護予

防事業等を実施します。 

イ 閉じこもり防止 

認知症の発症につながる「閉じこもり」や「生活意欲低下」を防止するため、各地

域で開催されているサロン活動等の住民参加の取組を推進します。 

ウ 認知症の早期発見 

予防事業対象者把握事業等を通じて、認知症の早期発見に努め、速やかな受診・治

療へとつなげていきます。 
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③ 医療・ケアと介護者への支援 

ア 認知症ケアパスの更新 

認知症の方の生活機能障害の進行に合わせ、いつ、どこで、どのような医療・介護

サービスを受けることができるのか、具体的な施設名やケア内容等をとりまとめた認

知症ケアパスの更新を行います。 

また、認知症ケアパスを再周知することで、住民が安心して認知症の相談やその後

の生活を送ることができるよう町として取り組みます。 

イ 認知症初期集中支援推進事業 

複数の専門職が認知症専門医の指導のもとに、認知症の初期段階で認知症の方や家

族を訪問し、包括的・集中的に自立生活を支援する「認知症初期集中支援チーム」を

通じ、関係機関と連携して支援対象者の把握に努めます。 

また、認知症専門職及び相談窓口と協力して、認知症の早期診断や早期対応ができ

るよう取り組みます。 

 

■認知症初期集中支援チームと認知症地域支援推進員について 

 

 

  

出典：厚生労働省資料 
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ウ 認知症高齢者家族介護の支援 

(ア) 相談支援体制の充実 

地域包括支援センター等における身近な相談支援体制の整備・充実を図るとともに、

県の専門的相談機関など広域的・総合的な機関との連携を強化します。また、若年性

認知症（65歳未満の方が発症）の支援について、関係機関と連携を図り進めていきま

す。 

介護者の精神的、身体的負担の軽減のため定期的に「介護者の集い」を開催し、介

護者の支援を目指します。 

【介護者の集い】 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

開催回数 12 回 5 回 15 回 17 回 

参加者（延べ人数） 10（42） 人 7（20） 人 12 人 15 人 

 

(イ) 認知症サポーターの養成 

認知症に対する正しい知識を持ち、地域や職域において認知症の人や家族を支援す

るサポーターを増やすために「認知症サポーター養成研修会」を開催するとともに、

現在のサポーターに向けた「ステップアップ研修会」等も開催し、制度の普及を行い

ます。 

【認知症サポーター養成研修会】 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

開催回数 6 回 1 回 5 回 7 回 

養成人数 74 人 7 人 30 人 50 人 

 

(ウ) 認知症キャラバン・メイトの養成 

認知症サポーター養成講座において、認知症サポーターの育成を行う講師役となる

認知症キャラバン・メイトの育成を行い、定期的に「ステップアップ研修会」も開催

し、その活動を支援します。 

【ステップアップ研修会】 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

開催回数 0 回 

（コロナで中止） 
0 回 2 回 2 回 

研修参加者数 0 人 0 人 10 人 20 人 
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(エ) ピアサポートの推進（介護者の集い） 

家族の目線に立ち、介護経験を活かした相談・支援活動を、公的機関による相談活

動に合わせて実施します。 

 

(オ) 認知症カフェの推進 

認知症の人やその家族、地域住民、介護や福祉などの専門家など誰でも、気軽に集

える場である認知症カフェを推進します。 

 

【認知症カフェ】 

区分 

現状 目標 

令和元年度 
［会場：Rin］ 

令和２年度（～10月） 

［会場：支援センター］ 
令和５年度 令和７年度 

開催回数 6 回 2 回 12 回 15 回 

参加者数 

（延べ人数） 
45（150） 人 8（10） 人 120 人 150 人 

エ 地域密着型サービスの提供 

認知症の高齢者が安心して地域で生活するためにも、認知症の予防や症状の進行を

遅らせることは非常に重要であるため、地域密着型サービス等、認知症高齢者に対応

した介護サービスの充実を図ります。 

 

④ 専門的な医療の確保 

安芸太田病院等において、認知症疾患等の専門医療相談、鑑別診断、治療方針の決

定、救急対応等の事業ができる体制の構築を検討するほか、近隣市町などと連携し、

適切な医療の提供を推進します。 

 

⑤ 認知症バリアフリーの推進 

ア 地域における見守り支援のネットワークの構築 

地域のつながりが以前と比べて希薄になる中、地域包括支援センターを中心として、

保健・医療・福祉関係機関や介護者の団体、地域住民との連携を図り、認知症高齢者

やその家族の見守り支援を行うためのネットワークづくりを推進します。 

イ 捜索ネットワークの構築 

認知症高齢者が徘徊で行方不明になったときに、できるだけ早く発見し、保護でき

るよう、警察署や町、地域包括支援センターなど関係機関が連携したネットワークの

充実を図ります。 
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ウ 初期診断・早期発見 

今後も早期発見・早期診断体制の充実を図るため、安芸太田病院事業でも精神科・神

経科による認知症外来の継続と、「オレンジドクター」の認定医を確保します。また、

認知症初期集中支援チームの活動を推進するとともに、普及と地域の連携強化に取り組

みます。 

地域で暮らす認知症の人や家族の困りごとの支援ニーズと認知症サポーターを結び

つけるための「チームオレンジ」の仕組みづくり、取組への支援を行います。 

エ 成年後見制度の利用促進 

認知症高齢者等の判断能力の不十分な方を保護し、また支援していくために、契約

の締結などを代行するなどの権限を、支援者である成年後見人等に対して付与するこ

とができることになっています。申立てが困難な場合、町が申立てを実施します。 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～12月） 令和５年度 令和７年度 

申立件数 2 件 4 件 5 件 7 件 
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（１）成年後見制度利用促進計画の概要 

ア 基本計画について 

・成年後見制度の利用の促進に関する法律（平成28年法律第29号）に基づ

き、成年後見制度の利用促進に関する施策の総合的・計画的な推進を図る

ために策定。 

・計画の対象期間は次回の介護保険事業計画の見直しまでの時期とする。 

イ 基本的な考え方及び目標等 

①今後の施策の基本的な考え方 

・ノーマライゼーション（個人としての尊厳を重んじ、その尊厳にふさわし

い生活を保障する） 

・自己決定権の尊重（意思決定支援の重視と自発的意思の尊重） 

・財産管理に限らず、身上監護も重視 

 

②今後の施策の目標 

・利用者がメリットを実感できる制度・運用へ改善を進める。 

・必要な人が成年後見制度を利用できるよう地域包括ケアシステム等既存の

ネットワークを活用し、権利擁護支援を図る。 

 

◎既存のネットワークで担うべき具体的機能 

●広報機能（権利擁護の必要な人の発見、周知・啓発等） 

●相談機能（相談対応、後見ニーズの精査、見守り体制の調整等） 

●利用促進（マッチング）機能 

●後見人支援機能（チームによる支援、本人の意思を尊重した柔軟な対応等） 

 

◎中核機関の設置について 

 町の地域性を考慮し、委託等実情に応じた柔軟な設置を検討する。 
資料：内閣府大臣官房成年後見制度利用促進担当室作成「成年後見制度利用促進基本計画の策定について」 

 

また、安芸太田町成年後見制度利用促進計画を定め、成年後見制度の充実を図り、

利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善、町の地域包括ケアシステムの活用

等権利擁護支援の地域連携ネットワークづくり、不正防止の徹底と利用のしやすさと

の調和づくりを進めます。 
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利用者がメリットを実感できる制度・運用の改善 

 
 

地域連携ネットワークのイメージ 

 

  

社会福祉協議会 

民生委員・自治会等 
地域関係団体 

民間団体・ＮＰＯ等 

出典：厚生労働省資料 
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不正防止の徹底と利用しやすさとの調和 

 
 

オ 若年性認知症の人への支援 

若年性認知症の人や家族、勤務先などの関係者への相談や支援活動を行う若年性認

知症コーディネーターを広島県が設置しており、今後も活動の支援や連携を図りなが

ら、若年性認知症の人への支援を推進します。 

 

（４）生活支援・介護予防サービスの基盤整備の推進 

① 新たなサービス提供体制の考え方 

高齢者の介護予防が求められていますが、社会参加・社会的役割を持つことが生き

がいや介護予防につながります。また、生活支援サービスの充実に向けて、ボランテ

ィア等の生活支援の担い手の養成・発掘等の地域資源の開発やそのネットワーク化が

必要です。 

これまで要支援１・２の方に対して行われてきた予防給付事業の訪問・通所サービ

スにおける生活支援サービスを、地域住民を主体とした団体や既存事業所等で実施で

きる体制を検討します。 

  

出典：厚生労働省資料 
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② 生活支援サービスの体制整備 

生活支援サービスについて、介護保険上の一律のサービス体系ではなく、町の現状

にあわせ、柔軟に個別のニーズに対応するために以下の取組を行います。 

 

ア 生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置 

生活支援サービスの充実に向けて、ボランティア等の生活支援の担い手の養成・発

掘等の地域資源の開発が重要となります。そのネットワーク化などを行う第１層「生

活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）」を配置し、各地域の状況や課題の

把握等を行っています。 

なお、日常生活圏域を対象とした「第２層協議体」を設置し、生活支援コーディネ

ーターを増員配置することで、より地域に合わせたサービスの構築を目指します。 

イ 協議体の活用 

「第１層協議体」において、生活支援の仕組みづくりに向けた検討を行います。ま

た、日常生活圏域を対象とした「第２層協議体」において、ニーズや地域資源の情報

共有、連携の強化、既存のサービス、住民運営の通いの場等の活用等、必要なサービ

スの検討を行います。 

ウ ヘルスマイスター 

現在、本町では健康増進・維持、運動機能向上のノウハウを持つ運動普及員を養成

するヘルスマイスター制度を設けています。現在、約70名程度がこのヘルスマイス

ター養成講座を受講し、ヘルスマイスターの認定を受けています。 

これらの健康増進に関するノウハウを持つ運動普及員の活躍の場を地域サロン等で

積極的に広げていくことで、元気なシニアの養成、社会参加や介護予防を促進します。

また、ヘルスマイスターの認定者の増加も検討し、本町の介護予防の裾野を広げてい

くことを検討します。 

エ 地域包括支援センターの役割 

地域包括支援センターは、生活不安がある高齢者等に対して、本町における生活支

援サービスや介護保険サービス資源を組み合わせて、ニーズに即した支援体制を案内

します。 

また、介護予防・生活支援サービス事業においては、「基本チェックリスト」等に

より「事業対象者」の把握を行い、迅速なサービス利用へとつなげます。 
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③ 介護予防の推進 

機能回復訓練などの高齢者本人へのアプローチだけではなく、地域づくりなどの高

齢者本人を取り巻く環境へのアプローチも含めたバランスのとれたアプローチができ

るように介護予防事業の見直しを図ります。 

年齢や心身の状況等によって分け隔てることなく、住民運営の通いの場を充実させ、

人と人とのつながりを通じて、参加者や通いの場が継続的に拡大していくような地域

づくりを推進します。 

また、通いの場を充実させるにあたり、地域における保健師や管理栄養士、歯科衛

生士、リハビリテーション専門職等の幅広い医療専門職の関与を得ながら推進します。 

ア 介護予防把握事業の推進 

要介護者及び要支援者を除く第１号被保険者を対象に、日常生活で必要となる機能

（生活機能）を把握するために、基本チェックリストを配布し、予防事業対象者を選

定します。また、チェックリストからの情報だけでなく、民生委員児童委員等との情

報の共有を図り、対象者の的確な把握に努めます。 

イ 介護予防普及啓発事業 

生活習慣病などの疾病や転倒による骨折などを起因として、寝たきりや認知症、要

支援・要介護状態へと発展することのないよう、広報誌やリーフレットによる介護予

防に関する基本的な知識を普及・啓発していくとともに、各種介護予防のための教室

の実施に努めます。 

ウ 地域介護予防活動支援事業 

介護予防に関するボランティア等の人材育成のための研修や、介護予防に役立つ地

域活動組織の育成・支援を行います。また、これらのボランティアや地域活動組織が、

二次予防事業対象者や修了者の支援を行う仕組みづくりなどを検討します。 

エ 一般介護予防事業評価事業 

介護予防事業の効果によって、介護保険事業計画で定めた要介護認定者数の目標値

に照らした達成状況の検証を通じ、予防事業の評価を実施します。 

オ 地域リハビリテーション活動支援事業 

本町においては、リハビリテーション専門スタッフが限られており、リハビリテー

ションの専門的なノウハウの地域還元が難しい状況にあります。そのため、地域にお

ける介護予防の取組を機能強化するために、通所、訪問、地域ケア会議、サービス担

当者会議、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与ができるよ

うスタッフ確保等について検討します。 
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カ 通いの場づくりの支援 

住民が主体となり、高齢者が生きがいや役割を持って生活できるような、身近な地

域での通いの場づくりに向けて、実施に向けた支援や運営支援などを行います。 

 

 

④ 保健事業と介護予防の一体的実施 

人生100年時代を見据え、高齢者の心身の多様な課題に対応し、きめ細かな支援を

行うため、広島県後期高齢者医療広域連合が連携して、高齢者が生活習慣病等の予防

と介護予防など多様なサービスを一体的に受けることができるよう取り組みます。 

ア 高齢者に対する個別的支援（ハイリスクアプローチ） 

医療専門職が、高齢者の個別の健康課題にあわせ、必要に応じてアウトリーチを行

い、相談・指導や受診勧奨による適切な医療・介護サービスにつなげます。 

イ 通いの場への積極的な関与（ポピュレーションアプローチ） 

通いの場において、地域の健康課題に基づき、医療専門職がフレイル状態か否かを

把握し、フレイル予防に必要な生活習慣の改善について、健康教育、健康相談を実施

します。 

 

 

⑤ 保険者機能強化推進交付金の活用 

保険者機能強化推進交付金を活用し、高齢者の自立支援・重度化防止等に向けた必

要な取組を進めるとともに、新たな事業への積極的な展開を含めて、各種取組の一層

の強化を図ります。 

 

 

 

  



 

45 

第２章 介護保険事業の運営 

１ 各年度における介護給付等対象サービスの種類ごとの量の見込み 

（１）居宅サービス 

■訪問介護 

介護給付では、利用人数はほぼ計画通りですが、利用回数では計画を上回り増加傾

向で推移しています。 

令和３年度中に新たな事業所の開設が検討されており、利用は増加するものとして

見込んでいます。 

 

 

 

■訪問入浴介護・介護予防訪問入浴介護 

本町での利用はなく、今後の利用も見込んでいません。ニーズがある際には、周辺

保険者と連携し、柔軟に対応するものとします。 
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■訪問看護・介護予防訪問看護 

介護給付では、計画をやや下回る人数が利用していますが、利用回数は計画をやや

上回るよう、増加しています。今後は他サービスと連携し、医療の必要な方へのサー

ビスの提供に努めます。 

予防給付では、利用は増加傾向となっています。今後も現状程度の利用はあるもの

と見込んでいます。 
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■訪問リハビリテーション・介護予防訪問リハビリテーション 

介護給付では、若干名の利用を見込んでいましたが、令和元年度からは利用があり

ません。今後も利用はないものと見込んでいますが、ニーズがある際には、周辺保険

者と連携し、柔軟に対応するものとします。 

予防給付では、計画・利用ともにありません。 
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■居宅療養管理指導・介護予防居宅療養管理指導 

介護給付、予防給付とも、ほぼ計画どおりの利用となっています。今後も同程度の

利用を見込みます。 
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■通所介護 

ほぼ計画通りに推移していましたが、令和２年度に一部事業者が地域密着型通所介

護事業所に転換したことや、感染症等の流行のため、本サービスの利用実績としては

減少しました。 

今後は、感染症等の影響が少なくなることを想定し、一定量の利用が続くものとし

て推計しています。 
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■通所リハビリテーション・介護予防通所リハビリテーション 

介護給付では、利用人数はほぼ計画通りとなっており、利用回数は、計画を上回る

見込となっています。今後もこの傾向が続くものと見込んでいます。 

予防給付では、計画を下回って推移しており、今後もこの傾向が続くものと見込ん

でいます。 
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■短期入所生活介護・介護予防短期入所生活介護 

介護給付では、計画を下回って推移しています。今後も同程度の利用が続くと見込

んでいます。 

予防給付では、令和２年度に計画を下回っています。今後も同程度の利用はあるも

のと見込んでいます。 
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■短期入所療養介護・介護予防短期入所療養介護 

介護給付では、計画を上回る利用がありました。今後も一定量のニーズはあるもの

と見込んでいます。 

予防給付では利用がなく、今後も利用を見込んでいません。 

 

 

■福祉用具貸与・介護予防福祉用具貸与 

介護給付、予防給付ともに計画に近い値で推移しています。今後も同様のニーズは

あるものと見込みます。 
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■特定福祉用具購入費・特定介護予防福祉用具購入費 

介護給付、予防給付とも数人の利用が続いています。今後も同様のニーズがあるも

のと見込みます。 

予防給付については、必要に応じて給付を行うこととしています。 
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■住宅改修・介護予防住宅改修 

介護給付・予防給付とも、数人の利用が見られます。今後も一定量のニーズがある

ものと見込みます。 
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■特定施設入居者生活介護・介護予防特定施設入居者生活介護 

介護給付では、おおむね計画に近い値で推移しています。今後も一定量のニーズを

見込んでいます。 

予防給付については、若干の利用がありました。今後も一定量のニーズを見込んで

います。 
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■居宅介護支援・介護予防支援 

介護給付、予防給付とも、計画をやや上回って推移しています。今後は認定者の増

加もあり、増加傾向が続くと見込んでいます。 
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（２）地域密着型サービス 

■定期巡回・随時対応型訪問介護看護、夜間対応型訪問介護、認知症対応型通所介護 

 地域密着型特定施設入居者生活介護、看護小規模多機能型居宅介護、 

 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

上記サービスについては町内にサービス事業所がなく、今後の利用も見込んでいま

せん。 

 

■小規模多機能型居宅介護・介護予防小規模多機能型居宅介護 

平成29年度での事業所の増加を見込んでいましたが、ニーズがあれば柔軟に対応

します。 

予防給付での利用及び見込はありません。 
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■認知症対応型共同生活介護・介護予防認知症対応型共同生活介護 

町内には１施設、１ユニットの施設があり、おおむね計画通りの利用で推移してい

ます。 

今後は、令和５年度に１施設２ユニットの開設が検討されており、利用が増加する

と想定して見込んでいます。 
 

 

■地域密着型通所介護 

第７期末頃の開設を計画で見込んでいましたが、令和２年度度当初から開設され、

利用がありました。今後とも、同程度の利用が続くものと見込んでいます。 
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（３）施設サービス 

■介護老人福祉施設 

ほぼ計画通りの利用が続いています。今後は、同様の利用が続くと見込んでいます。 

 

 

■介護老人保健施設 

計画を上回って推移しています。今後は、平均して60人程度の利用があるものと

見込んでいます。 
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■介護療養型医療施設 

近隣の施設が介護保険から離脱したことにより、利用が減少しています。 

今後とも平均して３人程度の利用はあるものと見込んでいます。令和７年度には、

介護保険の制度から除外される予定となっています。 

 

 
 

■介護医療院 

近隣での施設開設が見込通り進まず、利用はごくわずかとなっています。 

町内の医療施設から介護医療院への転換が検討されており、令和５年度以降の利用

を見込みます。 
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２ 保険料の設定 

（１）給付額・保険料の算出手順 

 

  

算出手順

住民基本台帳等から
計画期間中の被保険者数を推計

年齢別要支援・要介護認定状況推計した被保険者数と認定率から
要支援・要介護認定者数を推計

介護保険施設・居住系サービス
利用者数の推計（施設整備計画）

施設・居住系と居宅サービス

必要量の推計

居宅サービス受給対象者数と

居宅サービス受給者数の推計

介護保険料の算出

施設・居住系サービスの入所状況、
新規開設予定などを設定

平成30～令和２年度の利用状況から
居宅サービスの受給率を算出

利用実績からサービスごとの
利用率・一人平均利用回数を算出

実績１ 要支援・要介護認定率

実績２ 介護保険施設などの整備数

実績３ 居宅サービスの利用人数

推計１ 人口推計と被保険者数推計

推計２ 要支援・要介護認定者数推計

推計３ 施設・居住系サービスの整備方向を決定

推計４ 居宅でサービスを受ける人数を推計

推計５ 介護サービス必要量の推計

施設・居住系と居宅サービス
給付額の推計

介護保険事業報告から、
サービスごとの平均単価を算出

実績５ サービス単価推計６ 介護サービス給付額の推計

介護報酬改定分を反映した
総給付費等の23％を算定

推計７ 第１号被保険者負担額の算定

介護報酬単価のプラス改定
第１号被保険者の負担割合を据置き
所得段階区分の所得額変更

計画期間の推計
第１号被保険者数で人数割

利用する実績

実績４ サービス利用率、利用回数の平均

国の動向
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（２）総給付費の見込み 

① 介護給付費 

（千円） 

 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

居宅サービス    

 

訪問介護 35,881  47,878  47,878  

訪問入浴介護 0  0  0  

訪問看護 23,242  23,255  23,255  

訪問リハビリテーション 0  0  0  

居宅療養管理指導 2,131  2,132  2,132  

通所介護 88,224  87,196  87,581  

通所リハビリテーション 34,688  33,732  33,732  

短期入所生活介護 74,380  74,421  74,421  

短期入所療養介護（老健） 7,349  7,353  7,353  

短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  

短期入所療養介護(介護医療院) 3,537  3,539  3,539  

福祉用具貸与 21,709  21,536  21,709  

特定福祉用具購入費 1,766  1,766  1,766  

住宅改修 4,069  4,069  4,069  

特定施設入居者生活介護 20,743  20,755  20,755  

地域密着型サービス    

 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 0  0  0  

夜間対応型訪問介護 0  0  0  

地域密着型通所介護 9,772  9,778  9,778  

認知症対応型通所介護 0  0  0  

小規模多機能型居宅介護 118,628  118,694  118,694  

認知症対応型共同生活介護 24,597  24,610  80,579  

特定施設入居者生活介護 0  0  0  

介護老人福祉施設入所者生活介護 0  0  0  

看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  

介護保険施設サービス    

 

介護老人福祉施設 437,348  437,591  437,591  

介護老人保健施設 181,431  181,531  181,531  

介護医療院 0  0  43,962  

介護療養型医療施設 8,317  8,321  8,321  

居宅介護支援 38,746  38,294  38,294  

介護サービス給付費 1,136,558  1,146,451  1,246,940  
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② 介護予防給付費 

（千円） 

 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

介護予防サービス    

 

介護予防訪問入浴介護 0  0  0  

介護予防訪問看護 1,504  1,505  1,505  

介護予防訪問リハビリテーション 0  0  0  

介護予防居宅療養管理指導 265  265  265  

介護予防通所リハビリテーション 2,987  2,989  2,989  

介護予防短期入所生活介護 1,116  1,116  1,116  

介護予防短期入所療養介護（老健） 0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（病院等） 0  0  0  

介護予防短期入所療養介護（介護医療院） 0  0  0  

介護予防福祉用具貸与 2,876  2,861  2,800  

特定介護予防福祉用具購入費 0  0  0  

介護予防住宅改修 8,303  6,820  5,337  

介護予防特定施設入居者生活介護 1,834  1,835  1,835  

地域密着型介護予防サービス    

 

介護予防認知症対応型通所介護 0  0  0  

介護予防小規模多機能型居宅介護 0  0  0  

介護予防認知症対応型共同生活介護 0  0  0  

介護予防支援 2,637  2,640  2,586  

介護予防給付費 21,522  20,031  18,433  

 

③ 地域支援事業費 

（千円） 

 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

介護予防・日常生活支援総合事業 20,938  20,938  20,938  

 

訪問介護相当サービス 0  0  0  

訪問型Ａ 基準緩和サービス 537  537  537 

通所介護相当サービス   0  0  

通所型Ａ 基準緩和サービス 20,402  20,402 20,402 

包括的支援事業（地域包括支援センターの運

営）及び任意事業 
18,101  18,101 18,101 

包括的支援事業（社会保障充実分） 0  0  0  

地域支援事業費 39,039 39,039  39,039  

（端数処理の関係で、計は一致しないことがある） 
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④ 標準給付費見込み額 

（千円） 

区分 

第８期見込額  

令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 
計 

介護予防・介護サービス給付費 1,158,080  1,166,482  1,265,373  3,589,935 

 介護サービス給付費 1,136,558  1,146,451  1,246,940  3,529,949 

介護予防サービス給付費 21,522  20,031  18,433  59,986 

特定入所者介護サービス費等給付額 60,445 52,917 52,914 166,276 

高額介護サービス費等給付額 21,232 21,032 21,032 63,296 

高額医療合算介護サービス費等給付額 2,688 2,669 2,669 8,027 

算定対象審査支払手数料 810 810 810 2,430 

 支払件数（単位：件） 1,500 1,500 1,500 4,500 

標準給付費額 1,243,255 1,243,910 1,342,799 3,829,964 

（端数処理の関係で、計は一致しないことがある） 
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（３）第１号被保険者の介護保険料の算出 

➀ 保険料の算定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考） 

令和７年度の介護保険料について、サービスの種類や介護報酬が現行のまま継続するものと仮定

して算定すると、次のとおりとなります。 

 

 

■財源の基本的な内訳 

 

  

第１号被保険者負担分相当額 

＋）調整交付金相当額（標準給付費等の5.00％） 

－）調整交付金見込額（３年間合計） 

－）準備基金取崩額 

 

907,829千円 

194,639千円 

454,291千円 

8,700千円 

194,639 

 

 

標準給付費＋地域支援事業費合計見込額（令和３年度～令和５年度） 

23.0％ 

98.0％ 

8,366人 

÷）予定保険料収納率 

÷）所得段階別加入割合補正後被保険者数（３年間合計） 

÷）１２か月 

 基準額（月額）    6,500円 

 

国

25.0%

都道府県

12.5%

保険者

12.5%

第１号

被保険者

23.0%

第２号

被保険者

27.0%

公費 保険

料 

 基準額（月額）   6,999円 

 

 保険料収納必要額    639,477千円 

 

第１号被保険者負担分相当額（令和３年度～令和５年度） 
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② 所得段階別保険料額の設定 

本町の第８期介護保険事業計画期間中の所得段階別の保険料は、次のとおりです。 

 

■所得段階別第１号被保険者の保険料 

段階 

対象者 

保険料率 
介護保険料 

（月額） 
町民税課税状況 

所得等 
世帯 本人 

第１段階 

非課税 

 

非課税 

 

老齢福祉年金の受給者 

又は生活保護の受給者 0.50 

（0.30） 

3,250 

（1,950） 

課
税
年
金
収
入
額
と 

合
計
所
得
金
額
の
合
計 

80万円以下 

第２段階 120万円以下 
0.75 

（0.50） 

4,875 

（3,250） 

第３段階 120万円超え 
0.75 

（0.70） 

4,875 

（4,550） 

第４段階 

課税 

80万円以下 0.90 5,850 

第５段階 80万円超え 
1.00 

(標準) 
6,500 

第６段階 

課税 課税 

合
計
所
得
金
額 

120万円未満 1.20 7,800 

第７段階 
120万円以上 

210万円未満 
1.30 8,450 

第８段階 
210万円以上 

320万円未満 
1.50 9,750 

第９段階 320万円以上 1.70 11,050 

第10段階 400万円以上 1.75 11,375 

第11段階 600万円以上 1.85 12,025 

※第1～３段階の保険料は、給付費とは別枠で公費を投入し、保険料率が軽減されます（下段）。 

※合計所得金額は、公的年金等に係る雑所得を控除した金額とする。 
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３ 介護保険制度の円滑な運営 

（１）ケアマネジャーの育成と支援 

利用者のニーズに適切に対応し、家族介護者等の意向にも配慮した総合的な介護サ

ービスを実施するためには、適切なケアマネジメントが不可欠です。このため、地域

包括支援センターを中心に、現場のケアマネジャーへ充実した指導、支援等が行える

よう、体制の整備を図ります。また、定期的な研修の実施等により資質の向上を図り、

公正なケアプランの作成に努めます。 

 

（２）サービス提供者の確保 

介護保険制度下においては、多様な供給主体が地域に健全なサービス市場を形成し

ていることが必要です。また、介護保険サービスのみで地域における介護を全て補う

ことは困難であることから、公的機関や介護保険のサービス提供事業者だけでなく、

ＮＰＯなどの非営利組織や地域住民を主体とした組織、ボランティアの参入を促進し、

町民の自主的な地域活動によって福祉の土壌をはぐくめるよう各団体への支援を行い

ます。 

 

（３）事業者との連絡調整及び指導体制の確立 

介護保険制度では、サービスは利用者と事業者の契約に基づき提供されます。保険

者である町にとっては、利用者が安心して容易にサービス事業者を選択できるための

情報提供や、事業者の質的向上が課題になります。このため、介護サービス事業者と

の十分な連絡調整を図ります。 

また、町が指定、指導権限を有する地域密着型サービスや居宅介護支援事業所につ

いて、適切に監督、指導します。 

 

（４）利用者負担の軽減 

介護保険の給付サービスを利用する場合、利用者はサービス費用の１割又は２割を

負担することとなっていますが、利用者の状況によって、主に次のような軽減措置や

給付を実施します。 

 

① 高額介護サービス費の支給 

１か月の利用者負担の合計額が一定の限度額を超えた場合、超えた額を「高額介護

サービス費」として給付します。 

② 高額医療・高額介護合算療養費制度 

医療保険と介護保険の自己負担の合計額が限度額を超えた場合、申請によりその超

えた額を支給します。 
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③ 特定入所者介護サービス費の給付 

施設等における食費、居住費については、所得に応じた負担限度額を設け、限度額

を超える差額を補足給付として給付します。 

 

④ 社会福祉法人等による利用者負担の軽減 

社会福祉法人等が提供する介護サービスを低所得の方が利用する場合、利用者負担

額を軽減します。 

 

 

（５）苦情対応 

認定に対する不服の申立てやサービスに対する苦情等については、相談窓口を設け

対応するとともに、町民に対して、不服申立ての手続きについてわかりやすく周知し、

気軽に相談できる仕組みづくりを行います。 

 

４ 介護給付の適正化 

「要介護認定の適正化」、「ケアプランの点検」、「住宅改修等の点検」、「医療情

報との突合・縦覧点検」、「介護給付費通知」の主要５事業を柱とし介護給付の適正化

を一層推進します。 

■主要５事業 

区分 内容 

（１）要介護認定の適正化 
要介護認定の区分変更や更新の認定に係る認定調査の内容について、点

検を実施します。 

（２）ケアプランの点検 
居宅介護支援事業所に対してケアプランの調査を実施し、町職員等の第三

者が点検及び支援を行います。 

（３）住宅改修等の点検 

受給者宅の訪問調査を行い、住宅改修の施行状況や福祉用具の利用状

況等を点検することで、不適切な住宅改修を防ぎ、必要な福祉用具の利用を

進めます。 

（４）医療情報との突合 

   ・縦覧点検 

介護報酬の支払状況を確認し請求内容の誤り等を早期に発見、適切な処

置を行うほか、医療情報と介護保険の給付情報を突合し、医療と介護の重複

請求の防止を図ります。 

（５）介護給付費通知 
利用者に対してサービス利用実績を通知し、サービスに要した保険給付費を

確認してもらい、不正請求の防止、給付の適正化を推進します。 

 

 

  



 

69 

（１）要介護認定の適正化 

取組事項 現状 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

調査内容のチェック 抽出 抽出 抽出 抽出 

認定調査員の研修 年1回実施 実施 実施 実施 

ばらつきの是正 

（原因分析・情報共有） 
実施 実施 実施 実施 

 

（２）ケアプランの点検 

取組事項 現状 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

ケアプラン点検 全事業所 全事業所 全事業所 全事業所 

 

（３）住宅改修等の点検 

取組事項 現状 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

申請内容のチェック 全件 全件 全件 全件 

現地調査（抽出） 実施 実施 実施 実施 

 

（４）医療情報との突合・縦覧点検 

取組事項 現状 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

情報の突合 実施 実施 実施 実施 

 

（５）介護給付費通知 

取組事項 現状 
令和３年度 

（2021年度） 

令和４年度 

（2022年度） 

令和５年度 

（2023年度） 

介護給付費の通知 実施 実施 実施 実施 
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５ 介護人材の確保及び資質の向上 

（１）介護従事者の人材の確保・育成 

いわゆる団塊の世代が75歳以上となる令和7年以降、現役世代人口が減少していく

状況において、今後ますます増大する介護ニーズに対応するためには、質の高い人材を

安定的に確保するための取組が必要です。このような中、福祉、介護制度の適切な運営

が確保されるよう、介護従事者を増やすために介護の仕事が持つ魅力ややりがいが理解

されるとともに、実際の就職へと結び付くことが必要であり、介護従事者の定着に向け、

技能の向上や就業環境の改善を支援することが重要です。 

介護保険サービス事業所及び居宅介護支援事業所に対する指導監督を行うとともに、

福祉、介護サービスに関わる法人、施設、関係団体等の取組を把握しながら、個々の事

業所では対応が難しい人材確保の取組や研修の実施など人材の質的向上を支援します。 

また、小・中・高校生を対象とした出張授業・出前講座や介護現場の見学など、将来

の職業としての介護について興味・関心を高める取組を行います。外国人や高齢者等の

多様な人材の確保については、外国人介護人材の制度の周知・啓発を行うとともに、介

護予防の視点も加え、元気な高齢者の能力活用が進むような方策を検討します。 

そのほか、定住施策など、その他の施策と共同しながら、安芸太田町へ住みながら介

護人材の育成を行う制度及び、地域で生活支援サービスに携わることのできる住民の人

材育成を行う体制づくりを行います。 

また、県の施策とも連携しながら、介護等に従事する人材の研修等によるスキルの向

上を図るとともに、人材の確保に向けて、介護・福祉職に関するＰＲを行います。 

 

（２）業務効率化の推進 

介護現場におけるＩＣＴの活用を進めるとともに、介護分野の文書に係る負担軽減を

進めるため、個々の申請様式・添付書類や手続きに関する簡素化、様式例の活用による

標準化及びＩＣＴ等の活用など、国、広島県、関係団体等と連携し、それぞれの役割を

果たしながら業務効率化を進めます。 
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第３章 いきいきと暮らすための環境づくり 

１ 在宅生活が継続できる環境づくり 

【現状と課題】 

○一人暮らし高齢者世帯や高齢者夫婦のみ世帯、又は認知症高齢者の増加等に対応する

地域包括ケアシステムをより強化していくためには、介護保険サービス以外の事業や

施策も含めた包括的な支援体制が重要であり、民間活力や地域住民との連携も必要と

なります。住まいの確保や地域での見守り体制の構築、多様な生活支援サービスの充

実に取り組んでいくことが求められます。 

○介護が必要になっても在宅で暮らし続けるためには、介護保険サービスに加えて、家

族介護者による介護・介助が重要であり、在宅介護を継続するための家族介護者への

支援が大切です。そのため、在宅介護に係る経済的な支援やレスパイトケア（家族が

介護から一定期間解放され、リフレッシュできる支援）の充実、働きながら介護を続

けられる環境整備に向けた企業との連携も重要となります。 

○アンケート調査によると、日頃の生活の中で欲しい手助けとして、「相談できる場所」

が最も高く、次いで「移動支援（移動支援車、タクシーなど）」、「地域の人の見守

りなど」が続いています。本町においては、外出時の移動手段として自動車（自分で

運転）の割合が高く、年齢や疾病等による免許返納者が増加することが見込まれます。

そのため、移動手段を持たない方への移動手段確保に向けた取組が重要となるほか、

過疎化が進行する地域も多くあることから地域と連携した見守り体制の構築も重要な

課題です。 

 

【今後の方向性】 

（１）高齢者の多様な住まいの確保 

① 第三の住まいの建設計画策定 

住民の高齢化が急速に進む中で、一人暮らしの高齢者や高齢者夫婦のみの世帯が増

加しており、高齢者を支援するサービスを提供する住宅（住まい）を確保することが

重要になってきます。 

そのため、『在宅』の持つ地域の人間関係維持、利用料が低額であることに加えて、

『施設』の持つ安心感の提供など、両者の良さを併せ持つ安芸太田町の『第三の住ま

い』を創設することを検討します。高齢者にとって住みよい住宅の提供に向けて、町

においては、施設の跡地等を活用し、公費において第三の住まいの建設を検討します。 
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■「第三の住まい」概要 

項目 内容 

事
業
概
要 

⚫ 安芸太田町の『空き屋バンク』を活用して、既存の民家・公的施設等をバリアフ

リー化に対応できるように改修し、高齢者、障がい者等が、地域住民とのつなが

りの中で、可能な限り地域で暮らせる住まいを提供します。 

⚫ 地域住民や事業者、元気な高齢者などのボランティアが協働し、必要に応じて、

見守り、食事の提供など生活支援サービスを提供します。 

⚫ 医療、介護サービスは、訪問診療、訪問介護など外部から必要なときに提供する

ことを想定します。 

運
営
内
容
案 

〇想定利用人数及び料金体系 

入居費用（家賃）は、利用者負担を可能な限り安価に抑えるため、ニーズ調査で

も明らかになった10万円未満の料金設定を目指します。 

〇実施地域 

安芸太田町内で、利用ニーズが高いエリアを再調査し、また、空き屋の状況を勘

案してモデル的に1施設から事業を進めます。 

〇運営体制 

地域の見守り体制の強化、生活支援サービスの提供によって、入居者の自活を前

提としますが、必要に応じてスタッフの配置も検討します。 

〇実施主体 

事業計画や開設支援は、町が担い、運営実施主体は、地域の自治会、民間事業者

の誘致や町内介護サービス事業者、NPO法人等へ運営を委託する方向で検討しま

す。 

 

② 生活支援ハウスの運営維持・継続 

ア 筒賀高齢者生活福祉センター「ひまわり」（生活支援ハウス） 

60歳以上の一人暮らし又は夫婦のみの世帯の方で、独立して生活することに不安

があり、家族の援助を受けることが困難な方が入所の対象で、生活支援のサービスを

行っています。要支援・要介護認定者は介護保険サービスを利用することができます。

今後も住民の入所希望の把握に努め、適切な対応を図っていきます。また、充実した

サービスの提供を継続していくとともに、介護予防の推進拠点の１つとして、施設の

活用を図ります。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ日数） 

4 件 

（ 1,447 日） 

4月 4件 

5月以降 3件 （664日） 
20 件 

（ 2,000 日） 

25 件 

（ 2,200 日） 
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イ サポートセンターふれあい（生活支援ハウス）（冬季生活支援を含む） 

ある程度自立した生活が営める、年齢等のため独立して生活することに不安がある

人、冬季に自宅等で生活することに不安のある人が入所の対象で、介護支援機能、居

住機能及び交流機能を総合的に提供することによって、高齢者等が安心して健康で明

るい生活を送れるよう支援するとともに、各種相談や緊急時の対応に努めます。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（9月末） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ数） 
3,579 人 1,311 人 3,700 人 3,750 人 

 

ウ ユニバーサルホーム信愛荘 

在宅での生活の維持が困難な一人暮らしの高齢者等が入所の対象で、相談や地域と

の交流支援などを行い、住み慣れた地域で、安全で心安らかな生活が送れる場を提供

しています。施設の周知を図り、必要とする人が円滑に入所できるよう努めます。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（9月末） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ数） 
1,414 人 549 人 1,500 人 1,550 人 

 

エ 安芸太田町ユニバーサルリビング 

おおむね60歳以上の高齢者、障がい者又は母子・父子家庭の親子でおおむね自立

している方が入所の対象で、後方支援施設による見守りなどが行われます。要支援・

要介護認定者は、介護保険サービスを利用することができます。施設の周知を図り、

必要とする方が円滑に入所できるよう努めます。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（9月末） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ数） 
3 人 3 人 5 人 7 人 

 

 

③ 有料老人ホーム等の設置状況の把握 

特定施設の指定を受けていない有料老人ホームやサービス付き高齢者向け住宅につ

いて、高齢者にとって安心して暮らすことのできる住まいとなるよう、定員数や利用

状況等の把握を行います。 
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（２）地域の見守り体制の充実 

① 緊急通報装置設置事業 

おおむね65歳以上の虚弱な一人暮らし高齢者世帯、又は高齢者のみの世帯及びこ

れに準ずる世帯に属する身体障がい者の居宅に「あんしん電話」を設置し、緊急時に

広島市消防署に通報できるシステムを継続します。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ数） 
95 人 97 人 97 人 97 人 

 

② 在宅基盤の強化に資する見守りシステムの充実 

緊急通報システムに加えて、高齢者の日常生活での異変に気づき、事前に適切な支

援が受けられるよう、人的な見守りの必要性もあることから健康づくり課が主体とな

り、平成26年３月に郵便局（６局）との提携を皮切りに複数の事業所との見守り協

定を締結しています。 

なお、町では見守り事業の普及・啓発のため、町内事業所や既に事業提携している

事業所を対象にした研修の実施にも取り組み、今後も、高齢者の見守り強化に資する

ため提携事業者の拡大を図ることを検討します。 

住民主体として地域で見守り活動を行っているシニアクラブ、地域振興会等の活動

と連携し、見守り事業の支援を進めます。 

また、町で推進している光ネットワーク事業におけるＩＴ技術を活用した見守り体

制についても今後検討を進めます。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

新規提携 

事業者数 
 9 事業者  9 事業者 10 事業者 11 事業者 
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（３）生活支援サービス等の充実 

① 安芸太田町移送支援事業 

身体機能の低下により公共交通機関による移動が困難な高齢者、寝たきりや重度身

体障がい者、認知症、精神障がい者等を対象に、車いす専用車両により利用者の居宅

と医療機関等との間を送迎する移送サービスを提供します。 
 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ数） 
86 人 43 人 88 人 90 人 

 

② 高齢者生活支援移動活発化事業（タクシー助成） 

デマンドタクシー「あなたく」の運行区域以外の65歳以上の方への外出支援、及

び社会参加を促進するため、タクシー運賃の一部（500円）を助成します。 

 

③ 安芸太田町「食」の自立支援事業（配食サービス） 

在宅の65歳以上の高齢者又は身体障がい者等、定期的な食事の確保の支援が必要

と認められる人が、在宅で少しでも長く、健康で自立した生活がおくれるよう、栄養

バランスのとれた食事をお届けし、あわせて安否確認を行うことで、在宅生活での自

立支援を行います。 

また、平成30年4月から委託先をJOCA×３（ジョカカケサン）に変更して町内全

域、週5回の配達を行います。配食拠点施設は障害者総合支援法に基づく「就労継続

支援Ａ型事業所」としても指定され、継続的な運営を目指します。 
 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ数） 
1,201 人 843 人 1,300 人 1,350 人 

配達食数 

（延べ数） 
17,313 食 12,105 食 13,000 食 13,500 食 

提供日数 

（延べ数） 
257 日 152 日 200 日 300 日 
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④ ミニデイサービス事業 

家に閉じこもりがちな高齢者に対し、高齢者福祉センターなどにおいて、日常動作

訓練や趣味活動などの各種サービスを提供します。住民へのサービスの周知を図り、

より一層のサービスの拡充を目指します。 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～10月） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 

（延べ数） 
849 人 290 人 850 人 860 人 

※令和２年４～５月はコロナの為休業、上記は６～１０月の実績 

 

⑤ 暮らしの総合相談事業 

民生委員児童委員や行政相談員、人権擁護委員及び福祉課職員等が、定期的に地域

を巡回し、日常生活上のあらゆる相談に応じ、適切な助言、指導援助を行います。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～11/12） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 13 人 8 人 15 人 17 人 

 

⑥ 日常生活応援サービス事業「さんさんネット」 

日常生活の中で困りごとがある方と、「さんさんネット」にボランティア登録され

た協力員を安芸太田町社会福祉協議会が橋渡しし、住民の困りごとを解決します。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～1月） 令和５年度 令和７年度 

会員数 52 人 52 人 55 人 57 人 

相談件数 405 件 129 件 410 件 420 件 

活動件数 379 人 113 件 380 件 390 件 
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⑦ 日常生活応援サービス事業「シルバー人材センター」 

一人暮らし高齢者及び高齢者のみの世帯等に対する生活支援サービスとして、日常

生活の家事援助等困りごとがある方への支援を行います。これからも介護保険外サー

ビス（インフォーマルサービス）の事業充実の支援を行います。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～1月） 令和５年度 令和７年度 

会員数 130 人 124 人 130 人 135 人 

利用者数 

（延べ数） 

請負 897 人 請負 897 人 請負 900 人 請負 900 人 

派遣 5 人 派遣 5 人 派遣 6 人 派遣 6 人 

 

（４）家族介護者等の支援 

① 家族介護用品の支給 

在宅で生活する重度の要介護者（要介護４又は５）の高齢者を介護する町民税非課

税世帯の家族の方に、介護用品（紙おむつ、尿とりパッド、使い捨て手袋、清拭剤、

ドライシャンプーなど）を支給し、経済的負担の軽減を図ります。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～1月） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 1 人 1 人 3 人 4 人 

 

② 家族介護者慰労事業 

町民税非課税世帯の方で在宅で生活をする重度の要介護者（要介護４又は５）の高

齢者を介護する家族で、要介護者が過去１年間に介護保険サービスを利用しなかった

場合に、日常の介護の慰労のため金品を贈呈します。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～1月） 令和５年度 令和７年度 

利用者数 0 人 0 人 1 人 1 人 
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（５）高齢者にやさしいまちづくり 

① 虐待防止ネットワークの強化 

高齢者への虐待を未然に防ぐため、介護者の負担を軽減するなどの支援を行います。

虐待があった場合にも早期に発見し、発見から対応まで速やかに行えるように、保健、

医療及び福祉等の関係機関及び関係者が連携し、高齢者虐待防止のための取組の推進

を図るために、安芸太田虐待防止ネットワークにおける相談、支援体制の強化を推進

します。 

 

区分 
現状 目標 

令和元年度 令和２年度（～1月） 令和５年度 令和７年度 

相談件数 2 人 1 人 3 人 4 人 

 

② 啓発活動の推進と早期発見体制の構築 

高齢者の虐待防止に関する情報の周知を図り、介護職員や住民の意識向上を図ると

ともに、地域や介護施設等における虐待事例の早期発見と連絡への協力体制の構築に

努めます。 

 

（６）災害・感染症対策と防犯の推進 

① 交通安全対策 

シニアクラブや地域サロン等を通じて講習会などを実施し、意識の向上に努めます。

また、危険個所における交通安全施設の整備に努めます。 

 

② 防犯対策 

シニアクラブや地域サロン等において、警察等関係機関と連携しながら、防犯情報

の提供や住民レベルで取り組める防犯教室の実施等に努めます。さらに、各地域の自

治振興会などによる防犯灯の整備を関係課と連携しながら進めます。 
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③ 防災対策 

安芸太田町災害時要援護者地域支援制度の充実を図るとともに、町や民生委員児童

委員、地域の消防団が連携し、地域に住む高齢者の世帯状況などをできる限り把握し、

緊急時でも適切な対応ができるよう努めます。また、そのための関係団体との連携強

化を図ります。 

本町においては、既存の公共施設やバリアフリー等に対応した施設などを活用して、

災害時における避難所としての役割を担えるよう検討します。 

また、事業所等と連携し、避難訓練の実施や防災啓発活動、介護事業所等における

リスクなどについて職員向けの研修を行うほか、災害に備えた食料、飲料水、生活必

需品、燃料その他の物資について備蓄状況の把握及び確保など、支援体制の構築を進

めます。 

 

④ 消費者被害防止対策 

町産業振興課に「安芸太田町消費生活相談所」を設置し、消費者被害の相談、問い

合わせ等に対応しています。住民への周知・啓発教育のため、広報を利用し定期的に

「消費生活ホットライン」を掲載し、消費者被害や消費者被害を防止するための対策

に関する情報の提供、及び研修会を行っており、引き続き消費者被害の防止につなが

るよう努めます。 

また、地域包括支援センターも関係機関との連携を密にし、高齢者等の被害防止、

早期発見・早期対応に努めます。 

 

⑤ 感染症対策と「新しい生活様式」への対応 

事業所等と連携し、感染症発生時においてもサービス継続のための備えが講じられ

ているか、定期的に確認するとともに、事業所等の職員が感染症に対する理解や知見

を有した上で業務にあたることができるよう、感染症に対する研修の充実を図ります。 

また、事業所等における適正な感染防護具、消毒液やその他の感染症対策に必要な

物資の備蓄・調達、輸送体制の整備および感染症が発生した際の支援体制の構築を進

めます。 

「新型コロナウイルス感染症専門家会議」では、感染拡大を防ぐための「新しい生

活様式」が提言されています。これに対応していくため、事業所や関係団体等とICT

を活用した会議の実施や、専門家によるリモートを活用した各種講座や教室の実施な

ど、業務のオンライン化を検討します。 

様々な事業の展開においても、今後は「新しい生活様式」を踏まえ、柔軟に対応し

ていくことが求められます。 
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２ 地域で活躍できる環境づくり 

【現状と課題】 

○高齢者はこれまでの「支えられる高齢者」としてだけでなく、「支える高齢者」とし

ても活動することが期待されています。 

高齢者が持つ幅広い見識と豊かな人生経験が生かされる、多様で参加しやすい活動の

場や機会を充実させるとともに、高齢者が地域と主体的に関わり、仲間づくりや健康

づくりなど社会参加を通じた幅広いコミュニティ活動の活性化を図ることが重要です。 

○アンケート調査によると、地域活動への参加状況について、ボランティア、スポーツ

関係のグループやクラブ、趣味関係のグループへ「参加していない」人はおよそ３割

となっています。一方、地域づくりへの参加意向については「参加意向あり」と回答

した人は６割程度となっていることから、社会貢献への意欲がうかがえます。 

 

【今後の方向性】 

（１）生涯活躍のまちづくり 

① 【出番】と【居場所】づくりで生活の満足度の向上を図ります。 

子どもから高齢者まで年齢を問わず、障がいを持たれた方も、誰もが主体的に地域

の課題解決に取り組む活動に参加するしくみ【出番】と、誰もが安心感を得ることの

できる場所【居場所】づくりを進めます。 

 

② 住み慣れた地域で安心して暮らすことで、幅広いコミュニティの維持を図ります。 

【出番】と【居場所】づくりを行うことにより、積極的に社会参加・社会貢献を行

いたい高齢者等が住み慣れた地域で安心して暮らすこと、または移住の促進を行いま

す。 

さらに、趣味や知識、技術を活かした就労や地域活動の推進等、いくつになっても

現役で活躍できるまちづくりを進めます。 
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■安芸太田町版「生涯活躍のまち」形成計画イメージ 
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（２）ボランティアの促進 

高齢者による様々な自主的団体の立ち上げと発展の支援に努めるとともに、交流型

観光の場面におけるボランティアガイドなど、高齢者の知恵や経験が生きる場づくり

を進めます。 

高齢者同士の生きがいづくりやボランティア活動を通じた交流を促進する観点から、

高齢者がボランティアに参加しやすいよう、ポイント制度の創設を検討します。 

 

（３）自主的な住民活動の促進 

NPOなどの非営利組織や住民ボランティアの参入を促進し、住民の自主的な地域活

動によって福祉の土壌を育めるよう各団体への支援を行います。 

 

（４）多様な生活支援の充実と地域活動人材の育成・確保 

地域社会の中で、自ら社会活動に参加し、役割を持って地域の中で活躍できる機会

の創出に向けて就労的活動支援コーディネーターの養成に取り組みます。高齢者だけ

でなく、子育て世代、若者を中心に様々な世代で、地域活動に参加したいと考える地

域の人材に対して、多様な参加の機会を提供し、気軽に活動参加できる環境を整えま

す。 
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第４章 計画の推進体制 

１ 高齢者福祉・介護保険の広報・公聴の充実 

介護保険制度や高齢者福祉に関する情報を住民に広く的確に伝達できるよう、町広

報誌や計画のダイジェスト版等のパンフレット、ホームページ等を通じて情報発信を

進めます。また、住民サロンへ出向いて計画やサービスの説明を行います。その他、

各地域で行われる高齢者の集う講演会や学習会等の機会において、様々な手法を活用

し計画的に広報します。 

 

２ 分野を越えた連携体制の強化 

高齢者福祉は、介護保険や高齢者福祉の分野だけでなく、高齢者の生活全般に関わ

る地域づくり・まちづくりにも関わるものです。そのため、保健や福祉の担当部署の

みならず庁舎内の関係部署との連携を強化し、各地域課題に沿った丁寧な対応に努め

ながら計画の推進を図ります。 

また、生活支援コーディネーターの活動により地域課題の把握に努め、医療機関、

社会福祉法人、介護サービス事業所、地域自治組織、老人クラブ、民生委員児童委員、

各ボランティア団体等との連携を図り、協働して「地域包括ケア」を推進します。 

 

３ 計画の点検・評価 

平成29年の介護保険法の改正により盛り込むこととされた、介護予防・重度化防

止等の取組内容とその目標に関する事項について、毎年度、目標の達成状況に関する

調査及び分析をし、実績に関する評価を行い、その結果を公表します。 

また、介護保険事業計画の進捗状況や実態把握、課題分析においては、地域包括ケ

ア「見える化システム」を活用し、介護保険事業計画策定委員会で共有するとともに、

その達成に向けた評価と計画の見直しを繰り返し行います。 
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資料編 

安芸太田町介護保険事業計画策定委員会設置条例 

 

平成１６年１０月１日 

条例第１１６号 

（設置） 

第１条 介護保険法（平成９年法律第１２３号）第１１７条の規定に基づく介護保険事業計

画の策定及び老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号）第２０条の８の規定に基づく老人

保健福祉計画において必要な事項を審議するため、安芸太田町介護保険事業計画策定委員

会（以下「策定委員会」という。）を設置する。 

（所掌事項） 

第２条 策定委員会は、次に掲げる事項について審議する。 

（１）安芸太田町介護保険事業計画の策定に関すること。 

（２）安芸太田町老人保健福祉計画の見直しに関すること。 

（組織） 

第３条 策定委員会の委員は、２０人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから町長が委嘱する。  

（１）学識経験を有する者 

（２）保健、医療及び福祉の業務に従事する者 

（３）介護保険被保険者を代表する者 

３ 策定委員会に委員長1人及び副委員長2人以内を置く。 

４ 委員長及び副委員長は、委員が互選する。 

５ 委員長は、策定委員会を代表し、会務を統括する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代行する。 

（会議） 

第４条 策定委員会は、必要に応じ町長が招集する。 

２ 策定委員会の議長は、委員長をもって充てる。 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、３年とする。補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（庶務） 

第６条 策定委員会の庶務は、福祉課で処理する。 

（その他） 

第７条 この条例に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が策定委

員会に諮って別に定める。 

附 則 

この条例は、平成１６年１０月１日から施行する。  
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安芸太田町介護保険事業計画策定委員会委員名簿 

令和２年10月１日付け 

№ 所 属 氏 名 備 考 

０１ 議  会 平 岡 昭 洋 １１０ 

０２ 議  会 末 田 健 治 副委員長 

０３ 医  師 結 城 常 譜 委員長１１２ 

０４ 医  師（歯科） 廣 安 敬 之 １１３ 

０５ 民生委員児童委員 栗 栖 芳 秋 １１４ 

０６ 介護保険施設 齋 藤 正 守 １１５ 

０７ 社会福祉協議会 藤 井 幸 穂 １１６ 

０８ シニアクラブ連合会 亀 井 承 經 １１７ 

 ９ 被保険者代表 栗 栖 吉三郎 １１８ 

１０ 被保険者代表 川 野   縁 １１９ 

１１ 被保険者代表 宮 本 美智子 １２０ 

１２ 被保険者代表 岡 田 一 枝 １２１ 

１３ 被保険者代表 斉 藤 マユミ １２２ 

１４ 被保険者代表 河 本 穂津雄 １２３ 

 

任 期  令和２年７月１日～令和５年３月３１日 
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アンケート調査等の結果 

（１）調査の概要 

各調査の実施目的並びに実施概要は下記の通りです。 

 

≪介護予防・日常生活圏域ニーズ調査≫ 

調査目的 日常生活圏域ごとに、地域の抱える課題の特定（地域診断）に資すること 

調査対象者 
安芸太田町内にお住まいの65歳以上の方で要介護１～５の認定を受けてい

ない方 

調査数 2,515名 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査票回収数 1,752件 回収率 69.7％ 

 

≪在宅介護実態調査≫ 

調査目的 
「高齢者等の適切な在宅生活の継続」と「家族等介護者の就労継続」の実

現に向けた介護サービスの在り方を検討すること 

調査対象者 
安芸太田町内にお住まいの65歳以上の方で要支援・要介護認定（要支援

１・２または要介護１～５）を受けている在宅の方 

調査方法 認定調査員または居宅介護支援専門員による訪問調査 

調査票回収数 213件 

 

≪サービス提供事業者調査≫ 

調査目的 
サービスの参入・拡充等の意向や職員等の人材確保の状況を把握し、今後

の連携体制の構築や計画の策定につなげる 

調査対象者 町内に所在する介護保険サービス提供法人・事業者 

調査方法 郵送による配布・回収 

調査票回収数 ８法人 
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（２）調査結果の概要（介護予防・日常生活圏域ニーズ調査） 

注）Nはサンプル数、SAは単数回答、MAは複数回答の設問であることを示す。 

 

回答者の属性 

※「回答者の属性」として掲載している数値は、アンケートによる回答ではなく、回答者情報との突合により集計しています 

① 回答者の性別 (SA) 

「男性」が40.3％、「女性」が54.9％を占めています。 

 

② 回答者の年齢 (SA) 

65～74歳の『前期高齢者』が39.5％、75歳以上の『後期高齢者』が60.6％を占

めています。 

  

男性

40.3%

女性

54.9%

不明

4.8%

(SA) N=1,752

17.6 

21.9 

20.7 

17.1 

22.8 

0.0 

0% 5% 10% 15% 20% 25%

65～69歳

70～74歳

75～79歳

80～84歳

85歳以上

不明

(SA) N=1,752
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③ 回答者の要介護認定 (SA) 

「受けていない」が84.0％を占めています。「事業対象者」が5.8％、「要支援１

または２」が5.4％となっています。 

 

 

④ 回答者の地域（日常生活圏域） (SA) 

「加計」が46.6％、「戸河内」が34.9％、「筒賀」が13.7％となっています。 

 

 

  

受けていない

84.0%

事業対象者

5.8%

要支援１

3.1%

要支援２

2.3%

不明

4.8%
(SA) N=1,752

加計

46.6%

戸河内

34.9%

筒賀

13.7%

不明

4.8%

(SA) N=1,752
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家族構成 

① 家族構成をお教えください (SA) 

「夫婦２人暮らし(配偶者65歳以上)」が39.9％で最も多くなっています。次いで

「１人暮らし」が22.5％、「息子・娘との２世帯」が11.9％で続いています。 

女性は、「１人暮らし」が男性と比べ高くなっています。また、年齢が高いほど

「１人暮らし」の割合が高い傾向となっています。 

 

 

 

性

別 

 

年

齢

別 

 

認
定
区
分
別 

 

日
常
生
活
圏
域
別 

 

家

族

構

成

別 

 

 

  

22.5

11.9

30.9

13.0

16.9

21.3

24.4

35.1

19.9

36.3

52.7

55.0

23.7

23.2

19.2

100.0

39.9

46.7

34.2

36.7

51.0

43.9

36.5

30.6

41.5

29.4

25.5

10.0

40.7

37.7

40.0

89.6

4.6

9.1

14.0

4.2

4.9

4.3

4.1

5.4

10.4

11.9

11.0

12.6

8.4

9.4

13.3

17.1

11.8

12.2

13.7

5.5

7.5

10.7

13.9

11.3

100.0

17.5

17.1

18.1

24.4

15.9

15.5

16.7

16.0

17.7

16.7

12.7

25.0

17.3

17.2

20.4

100.0

3.6

4.1

3.3

3.6

2.6

3.6

4.3

4.0

3.7

2.9

3.6

2.5

3.4

3.9

3.8

-

-

-

-

0% 25% 50% 75% 100%

全体 N=1,752

男性 N=706

女性 N=962

65～69歳 N=308

70～74歳 N=384

75～79歳 N=362

80～84歳 N=299

85歳以上 N=399

一般高齢者 N=1,471

事業対象者 N=102

要支援１ N=55

要支援２ N=40

加計 N=816

戸河内 N=612

筒賀 N=240

１人暮らし N=395

夫婦２人暮らし N=780

２世帯 N=208

その他 N=306

１人暮らし 夫婦２人暮らし(配偶者65歳以上)

夫婦２人暮らし(配偶者64歳以下) 息子・娘との２世帯

その他 無回答
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からだを動かすことや外出について 

① 運動器の機能低下がみられる高齢者割合 

普段の運動や転倒の状況などに関する設問への回答結果から判定を行ったところ、

「運動器の機能低下」は18.3％にみられます。 

女性は、男性と比べて機能低下のみられる割合が高くなっています。年齢が高いほ

ど割合が高く、1人暮らしでも割合が高い傾向となっています。 

 

 

 

性
別 

 

年 

齢 

別 
 

認
定
区
分
別 

 

日
常
生
活
圏
域
別 

 

家
族
構
成
別 

 

18.3

13.7

22.6

2.9

6.8

18.0

24.4

37.1

14.0

33.3

74.5

82.5

19.4

17.8

19.6

25.3

14.7

20.2

17.6

78.5

82.7

74.5

94.8

90.9

79.8

70.9

58.4

82.9

62.7

20.0

17.5

77.9

78.3

77.5

70.1

83.1

77.4

79.7

3.2

3.5

2.9

2.3

2.3

2.2

4.7

4.5

3.1

3.9

5.5

-

2.7

3.9

2.9

4.6

2.2

2.4

2.6

0% 25% 50% 75% 100%

全体 N=1,752

男性 N=706

女性 N=962

65～69歳 N=308

70～74歳 N=384

75～79歳 N=362

80～84歳 N=299

85歳以上 N=399

一般高齢者 N=1,471

事業対象者 N=102

要支援１ N=55

要支援２ N=40

加計 N=816

戸河内 N=612

筒賀 N=240

１人暮らし N=395

夫婦２人暮らし N=780

２世帯 N=208

その他 N=306

あり なし 無回答
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② 閉じこもり傾向がみられる高齢者割合 

外出の頻度に関する設問への回答結果から判定を行ったところ、「閉じこもり傾向」

は26.0％にみられます。 

女性は、男性と比べて閉じこもり傾向にある割合が17ポイント高くなっています。 

80歳以上で特に顕在化する傾向にあり、1人暮らしの高齢者や、要支援者でも割合

が高くなっています。 

 

 

 

性

別 

 

年

齢

別 

 

認

定

区

分

別 
 

日
常
生
活
圏
域
別 

 

家

族

構

成

別 

 

26.0

16.6

33.6

18.2

17.2

21.5

34.4

38.3

24.3

32.4

50.9

55.0

24.6

28.4

27.1

31.9

21.2

28.4

29.7

71.3

80.6

64.2

79.9

81.8

77.1

61.9

56.6

73.3

65.7

43.6

45.0

72.9

68.6

71.7

64.3

76.7

69.2

69.0

2.6

2.8

2.2

1.9

1.0

1.4

3.7

5.0

2.4

2.0

5.5

-

2.5

2.9

1.3

3.8

2.2

2.4

1.3

0% 25% 50% 75% 100%

全体 N=1,752

男性 N=706

女性 N=962

65～69歳 N=308

70～74歳 N=384

75～79歳 N=362

80～84歳 N=299

85歳以上 N=399

一般高齢者 N=1,471

事業対象者 N=102

要支援１ N=55

要支援２ N=40

加計 N=816

戸河内 N=612

筒賀 N=240

１人暮らし N=395

夫婦２人暮らし N=780

２世帯 N=208

その他 N=306

あり なし 無回答
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③ 「外出の回数が減っている」と思われる理由は何ですか (MA) 

「足腰などの痛み」が52.0％で突出しています。次いで「意欲・気力の低下」が

28.7％、「交通手段がない」が17.9％で続いています。 

事業対象者や要支援２では、「トイレの心配（失禁など）」が２割強となっており、

一般高齢者と比べ高くなっています。 

80歳以上では、「交通手段がない」が２割強と高く、加計地区でも割合が高い傾

向となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

病
気

障
が
い

（
脳
卒
中
の
後
遺
症
な
ど

）

足
腰
な
ど
の
痛
み

ト
イ
レ
の
心
配

(

失
禁
な
ど

)

耳
の
障
が
い

（
聞
こ
え
の
問
題
な
ど

）

目
の
障
が
い

外
で
の
楽
し
み
が
な
い

経
済
的
に
出
ら
れ
な
い

交
通
手
段
が
な
い

意
欲
・
気
力
の
低
下

そ
の
他

無
回
答

全体 N=408 13.5 2.9 52.0 12.3 14.0 5.4 14.2 6.1 17.9 28.7 13.2 4.4

男性 N=132 18.2 6.8 49.2 10.6 9.8 6.8 15.9 8.3 10.6 32.6 12.1 4.5

女性 N=262 11.5 1.1 54.6 13.0 16.4 5.0 13.0 5.0 21.4 26.7 13.4 4.2

65～69歳 N=38 13.2 2.6 23.7 7.9 5.3 5.3 23.7 18.4 7.9 34.2 31.6 2.6

70～74歳 N=48 8.3 4.2 39.6 12.5 2.1 6.3 8.3 8.3 2.1 16.7 25.0 14.6

75～79歳 N=72 16.7 1.4 54.2 11.1 13.9 2.8 13.9 4.2 12.5 18.1 8.3 5.6

80～84歳 N=94 17.0 3.2 57.4 9.6 13.8 5.3 16.0 5.3 22.3 29.8 10.6 2.1

85歳以上 N=156 11.5 3.2 58.3 15.4 19.9 6.4 12.8 3.8 25.0 35.3 9.0 2.6

一般高齢者 N=302 14.2 3.3 48.7 9.9 13.2 6.0 12.6 6.0 14.9 26.8 15.2 5.0

事業対象者 N=37 8.1 - 51.4 21.6 8.1 2.7 21.6 2.7 21.6 32.4 8.1 5.4

要支援１ N=29 10.3 3.4 69.0 13.8 27.6 6.9 13.8 6.9 24.1 41.4 3.4 - 

要支援２ N=26 19.2 3.8 84.6 23.1 19.2 3.8 19.2 11.5 38.5 30.8 3.8 - 

加計 N=194 12.4 4.1 52.1 10.8 14.9 6.2 13.4 4.6 21.1 29.4 12.9 4.6

戸河内 N=147 17.0 2.0 52.4 14.3 14.3 4.8 13.6 7.5 16.3 28.6 12.2 4.8

筒賀 N=53 9.4 1.9 56.6 11.3 11.3 5.7 17.0 7.5 9.4 26.4 15.1 1.9

１人暮らし N=122 9.8 0.8 60.7 12.3 15.6 4.1 14.8 9.8 23.0 19.7 12.3 4.1

夫婦２人暮らし N=154 14.9 3.9 44.8 11.0 11.0 6.5 15.6 4.5 14.3 28.6 16.2 4.5

２世帯 N=46 15.2 2.2 56.5 13.0 13.0 4.3 13.0 2.2 19.6 39.1 6.5 - 

その他 N=71 16.9 5.6 53.5 15.5 15.5 7.0 11.3 7.0 16.9 36.6 11.3 7.0

性別

年齢別

認定
区分別

日常生活
圏域別

家族
構成別



 

93 

④ 外出する際の移動手段は何ですか (MA) 

「自動車（自分で運転）」が55.4％で最も高くなっています。次いで「徒歩」が

36.4％、「自動車（人に乗せてもらう）」が24.4％、「路線バス」が21.3％で続い

ています。 

筒賀地区は、全域があなたく路線であることから、「あなたく」が17.5％で、他

の圏域と比べ高くなっています。 

１人暮らしでは、「路線バス」や「あなたく」、「タクシー」の割合が高くなって

います。 

  

徒
歩

徒
歩

（
つ
え
・
押
し
車
な
ど
の
利
用

）

自
転
車

バ
イ
ク

自
動
車

（
自
分
で
運
転

）

自
動
車

（
人
に
乗
せ
て
も
ら
う

）

電
車

路
線
バ
ス

病
院
や
施
設
の
バ
ス

車
い
す

あ
な
た
く

電
動
車
い
す

（
電
動
カ
ー

ト

）

タ
ク
シ
ー

そ
の
他

無
回
答

全体 N=1,752 36.4 8.2 7.2 3.9 55.4 24.4 2.1 21.3 1.8 0.1 6.8 1.7 8.0 1.4 4.5

男性 N=706 35.3 3.1 7.6 3.7 80.5 10.3 1.0 9.8 0.8 - 1.4 0.7 1.8 0.6 5.9

女性 N=962 37.1 12.4 6.4 4.0 36.3 35.4 2.9 30.2 2.6 0.1 11.2 2.4 12.8 2.0 3.3

65～69歳 N=308 41.2 1.6 6.5 3.6 76.3 17.9 1.9 17.9 1.0 0.3 2.9 0.3 1.9 0.3 4.9

70～74歳 N=384 40.9 1.3 11.2 5.7 70.8 19.8 3.1 18.5 1.0 - 3.6 - 2.9 0.5 3.9

75～79歳 N=362 36.5 5.8 6.9 6.1 58.0 22.9 2.5 22.4 0.3 - 3.6 0.3 5.8 1.1 5.0

80～84歳 N=299 32.4 13.7 5.7 1.7 39.1 28.8 2.0 29.8 2.3 - 10.4 2.7 14.4 2.0 4.3

85歳以上 N=399 31.1 17.8 5.3 2.0 34.3 32.1 0.8 19.3 4.0 - 13.3 5.0 14.8 2.8 4.3

一般高齢者 N=1,471 37.5 5.7 7.5 3.9 59.2 23.2 2.2 20.9 0.7 0.1 5.6 1.2 6.5 1.2 4.8

事業対象者 N=102 40.2 20.6 3.9 6.9 30.4 31.4 2.9 35.3 5.9 - 13.7 3.9 19.6 2.0 - 

要支援１ N=55 18.2 36.4 3.6 - 16.4 36.4 - 18.2 9.1 - 21.8 3.6 21.8 5.5 3.6

要支援２ N=40 7.5 40.0 - - 15.0 50.0 - 17.5 22.5 - 22.5 10.0 20.0 2.5 2.5

加計 N=816 37.4 8.9 8.3 3.2 55.1 23.8 1.7 23.5 2.7 - 4.0 0.6 10.8 0.4 4.3

戸河内 N=612 35.3 8.0 5.9 4.2 53.9 26.1 2.8 20.4 1.0 0.2 7.0 3.6 6.7 2.9 5.6

筒賀 N=240 35.4 7.9 5.0 5.0 57.1 25.0 1.7 17.9 1.3 - 17.5 0.4 2.9 0.8 2.1

１人暮らし N=395 35.7 11.4 7.1 3.3 37.2 22.0 2.5 33.7 3.8 - 12.4 3.5 18.2 2.0 3.8

夫婦２人暮らし N=780 38.1 4.5 7.4 3.8 67.7 23.2 1.8 14.9 0.8 0.1 4.1 0.9 4.0 0.8 4.6

２世帯 N=208 36.1 12.0 5.8 5.3 48.6 31.7 1.9 22.6 1.4 - 5.3 1.0 6.3 1.0 1.4

その他 N=306 34.6 11.1 7.8 3.9 52.9 25.2 2.3 21.2 2.3 - 7.5 2.0 6.5 2.6 6.2

性別

年齢別

認定
区分別

日常生活
圏域別

家族
構成別
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趣味や生きがいについて 

① 趣味はありますか (SA) 

「趣味あり」が75.7％を占めています。 

要支援１・２では、「思いつかない」が30％台半ばから40％となっており、一般

高齢者と比べ高くなっています。 

 

 

 

性

別 

 

年

齢

別 

 

認

定

区

分

別 
 

日
常
生
活
圏
域
別 

 

家

族

構

成

別 

 

75.7

75.6

75.6

82.1

79.4

80.7

72.9

64.7

76.8

78.4

50.9

57.5

77.9

73.7

72.5

72.4

78.6

72.6

75.8

17.0

17.4

16.7

13.0

14.6

13.8

19.7

23.3

16.0

11.8

40.0

35.0

15.9

17.3

20.0

17.5

15.9

18.8

18.0

7.3

6.9

7.7

4.9

6.0

5.5

7.4

12.0

7.1

9.8

9.1

7.5

6.1

9.0

7.5

10.1

5.5

8.7

6.2

0% 25% 50% 75% 100%

全体 N=1,752

男性 N=706

女性 N=962

65～69歳 N=308

70～74歳 N=384

75～79歳 N=362

80～84歳 N=299

85歳以上 N=399

一般高齢者 N=1,471

事業対象者 N=102

要支援１ N=55

要支援２ N=40

加計 N=816

戸河内 N=612

筒賀 N=240

１人暮らし N=395

夫婦２人暮らし N=780

２世帯 N=208

その他 N=306

趣味あり 思いつかない 無回答
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② 生きがいはありますか (SA) 

「生きがいあり」が71.3％を占めています。 

要支援１・２では、「思いつかない」が30％台半ばから50％となっており、一般

高齢者と比べ高くなっています。 

 

 

 

性

別 

 

年

齢

別 

 

認

定

区

分

別 

 

日
常
生
活
圏
域
別 

 

家

族

構

成

別 

 

  

71.3

70.8

71.7

76.3

71.4

75.7

70.6

63.9

72.5

75.5

54.5

40.0

73.0

71.4

65.4

63.8

72.4

77.4

75.5

21.5

23.7

19.6

19.5

21.4

19.1

20.1

26.3

20.5

12.7

38.2

50.0

20.2

20.4

27.5

26.8

20.4

16.3

20.9

7.2

5.5

8.6

4.2

7.3

5.2

9.4

9.8

6.9

11.8

7.3

10.0

6.7

8.2

7.1

9.4

7.2

6.3

3.6

0% 25% 50% 75% 100%

全体 N=1,752

男性 N=706

女性 N=962

65～69歳 N=308

70～74歳 N=384

75～79歳 N=362

80～84歳 N=299

85歳以上 N=399

一般高齢者 N=1,471

事業対象者 N=102

要支援１ N=55

要支援２ N=40

加計 N=816

戸河内 N=612

筒賀 N=240

１人暮らし N=395

夫婦２人暮らし N=780

２世帯 N=208

その他 N=306

生きがいあり 思いつかない 無回答
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地域づくりや地域のつながりについて 

① 地域住民の有志によって、健康づくり活動や趣味等のグループ活動を行って、い

きいきした地域づくりを進めるとしたら、あなたはその活動に参加者として参加

してみたいと思いますか (SA) 

「是非参加したい」が7.4％、「参加してもよい」が52.8％を占めており、地域づ

くり活動に参加意欲のある割合が約60％となっています。 

 

 

② よく会う友人・知人はどんな関係の人ですか (MA) 

「近所・同じ地域の人」が68.9％で突出しています。「趣味や関心が同じ友人」

が27.9％、「仕事での同僚・元同僚」が22.8％で続いています。 

  

是非参加したい

7.4%

参加しても

よい

52.8%

参加した

くない

30.0%

無回答

9.8%

(SA) N=1,752

68.9 

27.9 

22.8 

13.0 

9.3 

5.7 

4.0 

8.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

近所・同じ地域の人

趣味や関心が同じ友人

仕事での同僚・元同僚

学生時代の友人

幼なじみ

ボランティア等の活動での友人

その他

無回答

(MA) N=1,752
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認知症について 

① 認知症に関する相談窓口を知っていますか (SA) 

「いいえ」が53.1％を占めています。 

 

② 認知症について、困っていることはありますか (MA) 

「制度やサービスを知らない」が22.0％で最も高くなっています。次いで「どう対

応したらよいかわからない」が17.0％、「相談窓口を知らない」が14.6％で続いてい

ます。相談窓口を知らない人は50％以上占めていますが、相談窓口を知らないことで

困っている割合も一定数あります。 

 

  

はい

36.9%

いいえ

53.1%

無回答

10.0%

(SA) N=1,752

22.0 

17.0 

14.6 

3.1 

1.5 

0.6 

2.3 

4.3 

9.4 

52.1 

0% 20% 40% 60%

制度やサービスを知らない

どう対応したらよいかわからない

相談窓口を知らない

支援してくれる人・見守ってくれる人がいない

地域の理解がない

家族の理解がない

病気を理解してもらえない

孤独感を感じる

その他

無回答

(MA) N=1,752
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住まいについて 

① 将来の住まいのことへの不安を解決するために、何が必要だと思いますか (SA) 

「介護施設への入居」が25.4％で突出しています。次いで「介護サービスの利用」

が13.3％で続いています。 

「サービス付き高齢者向け住宅への入居」が10.1％、「高齢者向けシェアハウス

への入居」が4.9％となっており、割合としては低いですが介護施設や自宅以外の住

まいを希望する割合が一定数あります。 

 

  

25.4 

13.3 

10.1 

6.3 

5.5 

4.9 

2.5 

1.3 

1.2 

13.3 

16.3 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30%

介護施設への入居

介護サービスの利用

サービス付き高齢者向け

住宅への入居

子、孫、その他の親族との

同居

リフォーム

高齢者向けシェアハウス

への入居

住みやすい家への引っ越し

地域とのつながり

その他

わからない

無回答

(SA) N=1,002
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（３）調査結果の概要（在宅介護実態調査） 

在宅介護者の施設利用意向と介護不安 

① 施設検討の状況(SA) 

在宅で生活する要介護者のうち、施設等の検討状況は、「検討していない」が

56.8％、「検討中」が22.1％、「申請済み」が16.0％となっています。40％程度

が施設利用を検討・意向しています。 

要介護３以上では「検討中」が31.8％、「申請済み」が36.4％となっており、要

介護度３を境に施設利用を検討・意向している実態となっています。 

 

施設等検討の状況 

 

 

要介護度別・施設等検討の状況 

 

  

56.8% 22.1% 16.0% 5.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

合計(n=213)

検討していない 検討中 申請済み 無回答

91.7%

75.0%

31.8%

8.3%

16.7%

31.8%

0.0%

8.3%

36.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

要支援１・２(n=12)

要介護１・２(n=24)

要介護３以上(n=22)

検討していない 検討中 申請済み
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② 現在の生活を継続していくにあたって、主な介護者の方が不安に感じる介護等に

ついて、ご回答ください（現状で行っているか否かは問いません）(MA※３つま

で) 

「認知症状への対応」が36.1％で最も高く、「外出の付き添い、送迎等」が

17.5％、「入浴・洗身」が16.9％で続いています。こうした介護不安の軽減につな

がるサービス利用や支援、地域の支え合いにつなげることが求められています。 

 

 

 

  

10.9%

15.3%

2.2%

16.9%

2.2%

5.5%

8.2%

17.5%

8.2%

36.1%

4.4%

15.8%

9.8%

6.0%

1.6%

4.4%

7.1%

21.9%

0% 20% 40%

日中の排泄

夜間の排泄

食事の介助（食べる時）

入浴・洗身

身だしなみ（洗顔・歯磨き等）

衣服の着脱

屋内の移乗・移動

外出の付き添い、送迎等

服薬

認知症状への対応

医療面での対応（経管栄養、ストーマ 等）

食事の準備（調理等）

その他の家事（掃除、洗濯、買い物 等）

金銭管理や生活面に必要な諸手続き

その他

不安に感じていることは、特にない

主な介護者に確認しないと、わからない

無回答

合計(n=183)
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（４）調査結果の概要（サービス提供事業者調査） 

職員の不足状況と人材不足解消に必要な取組 

① この１年間における介護人材の不足感と不足している人数(SA※不足人数につい

ては数量回答) 

８法人の回答のうち、４件が「とても不足している」、１件が「やや不足している」

となっています。過半数の法人で、介護人材が不足している現状がうかがえます。 

 

 

介護人材の不足感 不足する人数 

  
 

  

とても

不足している

4件

やや

不足している

1件

充足している

3件

N=8

10人

8人

正規職員不足数

非正規職員不足数

0 5 10 15N=3

※回答のあった３法人の回答を合計
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② 介護人材の不足を解消するために必要な取組（MA） 

「賃金の増加」が７件、「資格取得や能力向上に向けた支援の拡充」が５件、「介

護労働環境の改善」「職員教育制度や研修等の充実」「介護職へのイメージアップ、

社会的地位の向上」「子育てや看護、介護等の家庭生活と両立しやすい制度の充実」

が４件と回答数が多くなっています。待遇の改善や職員のスキルアップへの支援が、

介護人材不足の解消に効果的であることがうかがえます。 

 

 

  

7件

4件

2件

2件

4件

5件

4件

3件

4件

0件

0 2 4 6 8

賃金の増加

介護労働環境の改善

外国人介護人材の受入れ

ICTやAI、介護ロボットの活用

（介護リフトや離床センサーなど）

職員教育制度や研修等の充実

資格取得や能力向上に向けた支援の拡充

介護職へのイメージアップ、

社会的地位の向上

福利厚生制度の充実

子育てや看護、介護等の家庭生活と

両立しやすい制度の充実

その他

N=8
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用語解説 

あ行 

用語 解説 

ICT 
Information and Communication Technology の略。情報技術に通信コミュニケーシ

ョンの重要性を加味した言葉で、インターネットのような通信技術を利用した産業やサービス。 

アウトリーチ 積極的に対象者の居る場所に出向いて働きかけること。 

新しい生活様式 

感染症から高齢者本人や周りの方、そして地域を感染拡大から守るため、それぞれの日常生

活において、ご自身の生活に合った感染拡大時に備えた事前の体制づくりのこと（密の回避、

換気、マスク、手洗いの徹底など）。 

アドバンス・ケア・プランニ

ング 

人生の最終段階における医療・ケアの決定段階において、本人の意思を尊重し、家族、医療

関係者、介護関係者などとともに、終末期の方針を決めておくための会議。本人の望む医療

やケアについて、前もって繰り返し話し合い、共有しておくことで、本人の意に沿わない治療や介

護、施設入所等をできる限り行わないよう努めていくもの。 

インセンティブ交付金 
高齢者の自立支援・重度化防止につながる取組を積極的に行った都道府県・市町村を評価

し、その評価に基づいて自治体に交付金を支給する制度。 

インフォーマルサービス 
国や地方自治体が行うサービス（公的なサービスはフォーマルサービスという。）ではなく、家族

や地域住民、ボランティア、事業者なによるサービスや活動のこと。 

ＮＰＯ 
Ｎon Ｐrofit Ｏrganization の略で民間非営利組織。本計画中においては、特定非営利

活動促進法に認証を受けた ＮＰＯ法人（特定非営利活動法人）を指す。 

 

か行 

用語 解説 

カンファレンス 

ケースカンファレンス、処遇（サービス）検討会議ともいわれる。援助家庭において援助担当者

が的確な援助を実施するため、検討・調整すること。スタッフ間の情報の共有化から介護・援

助目標の統一といったチームアプローチを実現することを目指す。 

基本チェックリスト 
生活機能全般に関する質問、運動機能に関する質問、栄養状態に関する質問、口腔機能

に関する質問などからなり、介護予防を必要とする状態かどうかのチェックを行う。 

キャラバン・メイト 

「認知症サポーター養成講座」を企画・開催し、講師を務めたり、認知症対策の地域活動リー

ダーなどができる人。自治体または企業・職域団体が実施するキャラバン・メイト養成研修を受

講する必要がある。 

居住系サービス 
「認知症対応型共同生活介護（グループホーム）」及び介護保険に対応した有料老人ホー

ム、介護保険施設等を利用した短期入所サービスの総称。 

居宅サービス 
介護保険制度によって利用できる在宅での介護を中心にしたサービスのことで、「要介護認定」

で要支援・要介護と認められた人が利用することができる。 

ケアプラン 

要介護（要支援）認定者や家族の希望を取り入れ、サービス担当者会議で、専門家の協

議により利用者のニーズと生活上の問題解決のために必要な具体的なサービスに関する介護

支援計画のこと。 

ケアマネジメント 
要介護（要支援）認定者等のサービス利用者のニーズを満たすため、保健・医療・福祉等の

多様なサービスを適合させる系統だった連携・調整・統合の一連の活動のこと。 
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用語 解説 

健康寿命 健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。平均自立期間。 

権利擁護 
社会福祉の分野では、自己の権利や援助のニーズを表明することの困難な高齢者や障がい

者等に代わって、援助者が代理としてその権利やニーズ獲得を行うこと。 

後期高齢者 高齢者のうち 75歳以上の人。 

 

さ行 

用語 解説 

サービス付き高齢者向け

住宅 

バリアフリー構造等を有し、介護・医療と連携して、高齢者を支援するサービスを提供する住

宅をいう。一定の要件を満たすサービス付き高齢者向け住宅については、品質の確保と供給

促進のため、登録制度や、整備費等に対する公的な支援などが用意されている。 

在宅介護支援センター 

地域の高齢者やその家族からの相談に応じ、必要な保健・福祉サービスが受けられるように行

政機関・サービス提供機関・居宅介護支援事業所等との連絡調整を行う機関。社会福祉

士・看護師などの専門職員が在宅介護などに関する総合的な相談に応じる。 

在宅サービス 
要支援・要介護認定を受けている人が、住み慣れた自宅での暮らしを中心に利用するサービ

ス。自宅を訪問するサービス、利用者が通所するサービスなどがある。 

施設サービス 

介護保険サービスで利用できる入所施設。要介護の認定を受けた人が対象。「介護老人福

祉施設（特別養護老人ホーム）」、「介護老人保健施設」、「介護療養型医療施設」の 3

つに加え、平成 30年度からは「介護医療院」が加わった。 

スキル 教養や訓練を通して獲得した能力、技能。 

スクリーニング 
「対象を選別する」という意味合いで用いられる用語。特定の疾患や生活支援の必要性を把

握するため、決められた検査や調査などを実施すること。 

生活支援コーディネーター 

（地域支え合い推進員） 

生活支援サービスの充実及び高齢者の社会参加に向けて、ボランティア等の生活支援・介護

予防の担い手の養成・発掘など地域資源の開発や地域のニーズと地域支援のマッチングなど

を行う人。 

生活習慣病 
糖尿病、脂質異常症、高血圧など食生活や喫煙、飲酒、運動などの生活習慣が発症原因

に深く関与していると考えられる疾患。 

成年後見制度 

認知症や知的障がい、精神障がいなどのために判断能力が十分でない人が、地域で安心して

生活することができるよう支援する制度。介護保険サービスを利用する際の契約や不動産の

売買契約、財産の管理などの法律行為を、家庭裁判所などにより選任された後見人等が本

人の意思を尊重し、契約などの法律行為の同意や代行などを行う。 

 

た行 

用語 解説 

団塊の世代 
第 1 次ベビーブームである 1947 年から 1949 年に出生した世代を指し、広い定義としては、

1946年から 1954年までに生まれた世代などがある。 

地域支援事業 
被保険者が要介護（要支援）状態となることを予防するとともに、可能な限り、地域において

自立した日常生活を営むことができるように支援するために行う事業。 
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用語 解説 

地域包括ケア 
高齢者が住みなれた地域で尊厳ある生活を継続することができるよう、介護が必要になっても

高齢者のニーズや状態の変化に応じて、必要なサービスが切れ目なく提供されること。 

地域包括支援センター 

地域において、①介護予防ケアマネジメント事業、②総合相談支援事業、③地域包括ケア

体制整備(包括的・継続的マネジメント事業)、④高齢者の虐待の防止・早期発見及び権利

擁護事業の 4 つの基本的な機能を持つ総合的なマネジメントを担う中核機関。 

地域密着型サービス 

要介護（要支援）者の住みなれた地域での生活を支えるという観点から、要介護（要支

援）者の日常生活圏域内におけるサービス提供拠点の確保を目的に、平成 18 年 4 月から

創設されたサービス。 

チームオレンジ 
認知症サポーターがさらなるステップアップを図り、認知症の人のささいな困りごとに対する支援を

進めなど、認知症の人の支援ニーズに認知症サポーター等をつなげる仕組みのこと。 

デマンドタクシー 
乗り合いタクシーの一種。タクシー車輌を用いて、決められた停留所で乗り降りする運行形態の

交通機関。 

 

な行 

用語 解説 

認知症 

後天的な脳の器質的障がいにより、いったん正常に発達した知能が低下した状態をいう。アル

ツハイマー型と脳血管性の大きく 2つに分けられる。短期間に急激に脳の機能が低下する傾向

にあり、老化による機能の低下とは異なる。 

認知症カフェ 
認知症に関する情報交換や相談、認知症の知識の普及などを目的に、認知症の人とその家

族、地域住民、専門職等の誰もが参加でき、交流を図ることができる場、又は会合。 

認知症ケアパス 

認知症がある、又は認知症の疑いのある人やその家族が、どこでどういったサービスを受けること

ができるのかの具体的なイメージを持つことができるよう、その生活機能障がいの進行にあわせ

て、いつ、どこで、どのような医療・介護サービスを受けることができるのか、具体的な機関名やケ

ア内容等をあらかじめ周知するため、状態に応じた適切なサービス提供の流れを作成したもの。 

認知症サポーター 
認知症について正しく理解し、認知症の人やその家族を温かく見守り応援する人。認知症サポ

ーター養成講座などを受講した人がサポーターとなる。 

認知症初期集中支援 

チーム 

医師、保健師、主任介護支援専門員等の専門職で構成され、多職種が支援方法を検討

し、初期の段階で集中的、継続的な支援を行う。 

認知症地域支援推進員 
認知症になっても住みなれた地域で生活を継続するため、医療機関、介護サービス及び地域

の支援機関をつなぐコーディネーターとしての役割を担う人。 

認知症バリアフリー 

認知症の人の多くが、認知症になることで、買い物や移動、趣味活動など地域の様々な場面

で、外出や交流の機会を減らしている実態を踏まえて、移動、消費、金融手続き、公共施設

など、生活のあらゆる場面で、認知症になってからもできる限り住み慣れた地域で普通に暮らし

続けていくための障壁を減らしていく取組のこと。 

  

は行 

用語 解説 

バイタル 
バイタルサインの略称。脈拍や心拍数・呼吸数・血圧・体温の４つを指すことが多く、これらの

数値情報から、患者の病態現在状況を把握・表現する。 
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用語 解説 

パブリックコメント 

広く公に（パブリック）意見や感想、改善案など（コメント）を募集する手続き。公的な機関

が規則などを定める前に、その影響が及ぶ対象者などの意見を事前に聴取し、その結果を反

映させること。 

ピアサポート 同じ悩みや課題を抱える人、克服した人などが、相互に助け合い、支え合う仕組み。 

フレイル 
日本老年医学会が2014年に提唱した概念で、「Frailty（虚弱）」の日本語訳。健康な状

態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低下が見られる状態のこと。 

ヘルスマイスター 健康づくりや健康指導の専門的な知識を持っている専門家。 

へルスメイト 
食生活改善推進員。町が実施する食生活改善推進員養成研修を受講し、食を通じた健康

づくり活動をすすめるボランティア。 

 

ま行 

用語 解説 

メタボリックシンドローム 

内臓肥満に高血圧・高血糖・脂質代謝異常が組み合わさることにより、心臓病や脳卒中など

になりやすい病態。腹囲が男性85cm・女性90cm以上で、かつ血圧・血糖・脂質の３つのう

ち２つ以上が基準値から外れると、「メタボリックシンドローム」と診断される。  

 

ら行 

用語 解説 

リハビリテーション 
能力低下の場合に機能的能力が可能な限り最高の水準に達するように個人を訓練あるいは

再訓練するため、医学的・社会的・職業的手段を併せ、かつ調整して用いること。 

ロコモティブシンドローム

（運動器症候群） 

運動器症候群。運動器（骨・筋肉・関節・靭帯・腱・神経など）の障害のために移動機能の

低下をきたした状態。 
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